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抄 録 

 2011年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に伴う大津波により宮城県沿岸地帯の農地では海水が流入する大きな被害を受

けた．津波被災した水田の一部では除塩作業が行われ，その後イネが作付けされた．このような栽培条件が病害虫の発生

に与える影響は明らかになっていない．また津波被災により休耕した水田では，雑草が繁茂し，斑点米カメムシ類の発生

源となることが懸念された．被災水田と被災していない一般水田との病害虫発生状況を比較した結果，病害では被災水田

と比較し発生程度が高くなる傾向は認められなかった．虫害ではイネツトムシとヒメトビウンカの発生程度が高まる傾向

が認められたが，イネの収量や品質への影響は小さいと考えられた．イヌビエやコウキヤガラが発生した休耕田において

斑点米カメムシ類の発生状況を調査した結果，アカスジカスミカメおよびアカヒゲホソミドリカスミカメ等の発生が確認

された．また，これらの雑草の穂からはアカスジカスミカメおよびアカヒゲホソミドリカスミカメがふ化したことから，

このような休耕田は斑点米カメムシ類の発生源となることが明らかとなった． 
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諸 言 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地

震により大津波が発生し，沿岸部に甚大な被害をも

たらした．津波により沿岸地帯の農地には海水が流

入し，宮城県の耕地面積の 1 割を超える約 14,300ha

の農地が流失・冠水する等の被害を受けた．被災し

た農地では，流入した海水による土壌中の塩分を取

り除く除塩作業が行われた．震災直後の 2011年は，

5月～6月の緊急的除塩事業によって1,150haの水田

で作付けが可能となった．除塩作業に伴い，水稲の

移植は被災していない水田と比較して遅くなる傾向

があったが，このような栽培条件の違いが病害虫の

発生や被害にどのような影響を及ぼすかは不明であ

った．そこで，宮城県古川農業試験場作物保護部と

宮城県病害虫防除所が共同で被災水田の病害虫発生

実態調査を行った．震災直後の緊急除塩事業で作付

け可能になった水田は被災水田の約 1割であり，残

りの被災水田ではがれきや泥土等の流入により，除

塩作業を行うことができなかったため，作付けがさ

れず休耕田となった．このような休耕田では雑草の

繁茂が認められ，斑点米カメムシ類の発生源となる

ことが懸念されたため，斑点米カメムシ類の発生実

態調査を行った．本研究では，被災水田における栽

培管理上の問題点を抽出するとともに，水田の早期

再生へ向けて必要な対策を講じるための基礎的知見

として，病害虫発生実態の調査を行った． 

 

材料および方法 

１．イネ栽培水田における病害虫の発生 

 調査は 2011年 6 月から 9 月にかけて実施した．被
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災水田における調査は，仙台市 3 地点，名取市 1地

点，石巻市 4 地点，東松島市 1地点の合計 9地点で

行った（第 1 表）．調査を実施した被災水田は，がれ

きや泥土等の流入がなく，海水のみの流入であった

ため，震災直後の緊急的除塩事業によって作付けが

可能となった水田である．被災水田と被災していな

い水田（以下，一般水田）との間で病害虫の発生程

度を比較するため，病害虫防除所が農作物有害動植

物発生予察事業で行った 62 地点の調査結果を一般

水田のデータとして活用した． 

 調査の対象は，ばか苗病 Gibberella fujikuroi，

黄化萎縮病 Sclerophthora macrospora，ごま葉枯病

Cochlibolus miyabeanus，白葉枯病 Xanthomonas 

oryzae pv.oryzae，縞葉枯病 Rice stripe Virus，

稲こうじ病 Ustilaginoidea virens，いもち病

Pyricularia grisea ， 紋 枯 病 Thanatephorus 

cucumeris，イネヒメハモグリバエ（イネミギワバエ）

Hydrellia grieola，イネハモグリバエ Agromyza 

oryzae，イネドロオイムシ（イネクビホソハムシ）

Oulema oryzae，イネミズゾウムシ Lissohoptrus 

oryzophilus，ニカメイチュウ（ニカメイガ）Chilo 

suppressalis，イネカラバエ（イネキモグリバエ）

Chlorops oryzae,イネツトムシ（イチモンジセセリ）

Parnara guttata，コブノメイガ Cnaphalocrocis 

medinalis ， ツ マ グ ロ ヨ コ バ イ Nephotettix 

cincticeps，ヒメトビウンカ Laodelphax striatella，

コバネイナゴ Oxya yezoensis，クサキリ類，ササキ

リ類，フタオビコヤガ Naranga aenescens，斑点米

カメムシ類とした． 

 調査方法および「無」，「少」，「中」，「多」，「甚」

の発生程度は農林水産省が定めた発生予察事業の調

査基準に準じて区分した（第 2表）．同基準において

すくい取り法による調査方法および発生程度の区分 

が示されていないコバネイナゴ，クサキリ類，ササ

キリ類，フタオビコヤガについては斑点米カメムシ

類の基準を当てはめた．また，カメムシ類による斑

点米の発生程度は次のように区分した． 

 無： 斑点米率 0％ 

 少： 斑点米率 0％超～0.1％未満 

 中： 斑点米率 0.1％以上～0.3％未満 

 多： 斑点米率 0.3％以上～1.0％未満 

 甚： 斑点米率 1.0％以上 

 上記の方法で区分した各調査地点の発生程度をス

コア化するため，「無」，「少」，「中」，「多」，「甚」に

対し「0」，「1」，「2」，「3」，「4」の整数を与えて，こ

の数値を目的変数とした．被災水田と一般水田の病

害虫発生程度の統計的な差は Wilcoxon の順位和検

定によって確認し，P＜0.05 を統計的に有意である

と判断した．  

 各病害虫の調査方法の詳細は以下に示す． 

1）ばか苗病 

 調査は 6 月中旬および 6 月下旬～7 月上旬に行っ

た．任意に選んだ 1,000株を調査し，発病株率を算

出した． 

2）黄化萎縮病 

 調査は 6 月中旬および 6 月下旬～7 月上旬に行っ

た．任意に選んだ 25 株を以下の基準により調査した． 

A：発病茎が 61％以上の株． 

B：発病茎が 31～60％以上の株． 

C：発病茎が 11～30％以上の株． 

D：発病茎が 10％以下の株． 

E：全く発病茎がない株． 

発病度は次式により求めた． 

 発病度＝（4A+3B+2C+D）/(4×調査株数)×100 

 

第1表　被災水田における調査地点の病害虫防除実施状況

No. 地点名 品種 移植日 出穂期

処理時期 農薬名 処理量 処理時期 農薬名 処理方法 処理量/10a

1 仙台市若林区荒井 ひとめぼれ 5月22日 8月16日 移植当日 クロチアニジン・オリ
サストロビン粒剤

50g/箱 7月29日 ピロキロン粒剤 無人ヘリ 1kg

2 仙台市若林区下飯田 ひとめぼれ 5月27日 8月12日 移植当日 ジノテフラン・プロベ
ナゾール粒剤

50g/箱 8月上旬 エトフェンプロックス
マイクロカプセル剤

無人ヘリ 16倍，0.8L

3 仙台市若林区今泉 まなむすめ 5月20日 8月8日 移植当日 ジノテフラン・プロベ
ナゾール粒剤

50g/箱 8月11日 エトフェンプロックス
マイクロカプセル剤

無人ヘリ 16倍，0.8L

4 名取市堀内 ひとめぼれ 6月3日 8月13日 播種時 フィプロニル・オリサ
ストロビン粒剤

50g/箱 - - - -

5 石巻市蛇田字道上 まなむすめ 5月19日 8月13日 移植当日 フィプロニル・オリサ
ストロビン粒剤

50g/箱 8月20日 ジノテフラン液剤 無人ヘリ 8倍，0.8L

6 石巻市蛇田字深田 ひとめぼれ 5月22日 8月13日 移植当日 フィプロニル・オリサ
ストロビン粒剤

50g/箱 8月18日 ジノテフラン液剤 無人ヘリ 8倍，0.8L

7 石巻市大瓜 ひとめぼれ 5月21日 8月10日 移植当日 フィプロニル・オリサ
ストロビン粒剤

50g/箱 8月17日 ジノテフラン液剤 無人ヘリ 8倍，0.8L

8 石巻市中野 まなむすめ 5月25日 8月10日 移植当日 フィプロニル・オリサ
ストロビン粒剤

50g/箱 8月23日 ジノテフラン液剤 無人ヘリ 8倍，0.8L

9 東松島市浅井 ササニシキ 5月28日 8月10日 移植当日 フィプロニル・オリサ
ストロビン粒剤

50g/箱 8月16日 ジノテフラン液剤 無人ヘリ 8倍，0.8L

育苗箱施用 茎葉散布･水面施用
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3）ごま葉枯病 

 調査は 7月中旬，7 月下旬～8 月上旬，8月下旬お

よび成熟期に行った．任意に選んだ 25 株において葉

および穂の発病程度を以下の基準により調査した． 

（葉身の基準） 

A：1 株の上葉に非常に多くの病斑が認められ，上位

3 葉での枯死葉も認められる． 

B：1 株の上葉にかなり多くの病斑が認められ，上位

3 葉の一部に枯死葉が認められる． 

C：1株の上葉に病斑がかなり認められる． 

D：1株中病斑がわずかに認められる． 

（穂の基準） 

A：穂枯れ症状が 1株穂数の 2/3 以上に認められる．

B：穂枯れ症状が 1株穂数の 1/3～2/3程度に認めら

れる． 

C：穂枯れ症状が 1株穂数の 1/3 以上に認められる．

D：穂枯れ症状は認めないが，葉に発病が認められる． 

 発病度は次式により求めた． 

 発病度＝（4A+3B+2C+D）/(4×調査株数)×100 

4）白葉枯病 

 調査は 7月中旬，7 月下旬～8 月上旬，8月下旬お

よび成熟期に行った．任意に選んだ 25 株において葉

の発病程度を以下の基準により調査した． 

A：全葉面積に発病した株数． 

B：調査全葉面積に対する病斑面積の和が 2/3以上の

株数． 

C：調査全葉面積に対する病斑面積の和が 1/3～2/3

の株数． 

D：調査全葉面積に対する病斑面積の和が 1/3以下の

株数． 

E：発病なし． 

 発病度は次式により求めた． 

 発病度＝（6A+5B+3C+D）/(6×調査株数)×100  

5）縞葉枯病 

 調査は 7 月中旬および 7 月下旬～8 月上旬に行っ

た．任意に選んだ 25 株において葉の発病程度を以下

の基準により調査した． 

A：株のほとんどの茎（90％以上）が発病している． 

B：株の 2/3 以上の茎が発病している． 

C：株の 1/3～2/3の茎が発病している． 

D：株の 1/3 以下の茎が発病している． 

E：発病が認められない． 

 発病度は次式により求めた． 

 発病度＝（4A+3B+2C+D）/(4×調査株数)×100 

6）稲こうじ病 

 調査は 8月下旬および成熟期に行った．任意に選

んだ 25株を調査し発病株率を求めた． 

7）いもち病 

 葉いもちの調査は 6月中旬，6 月下旬～7 月上旬，

7 月中旬および 7月下旬～8 月上旬に行った．葉いも

ちの初発調査として，1,000 株程度の発病株数を調

査し，全般発生期の調査として，25株の発病株数を

以下の基準により調査した． 

A：下葉は枯死し，完全なずり込み症状を呈する（病

斑面積率 50％以上）． 

B：かなり病斑が見られ軽いずり込み症状を呈する

（病斑面積率 10％程度）． 

C：病斑がかなり見られる（病斑面積率 2.0％程度）． 

D：病斑がわずかに見られる（病斑面積率 0.5％程度）． 

E：病斑なし． 

 発病度は次式により求めた． 

 発病度＝（4A+3B+2C+D）/(4×調査株数)×100 

穂いもちの調査は 8 月下旬および成熟期に行った．

任意に選んだ 25株において発病穂数を計数し，発病

穂率を求めた．なお，首いもち（穂首部が罹病し白

穂になったもの，またはこのためかなり不稔を起こ

しているもの）と枝梗いもち（穂首部以外で一次枝

梗以上が侵され枯死したもの）を発病穂とした．  

8）紋枯病 

 調査は 6 月中旬，6 月下旬～7 月上旬，7 月中旬，

7月下旬～8月上旬，8月下旬および成熟期に行った．

任意に選んだ 25 株において以下の基準により調査

し，発病株率，発病度を算出した． 

A：株の半数以上の茎が発病し，そのほとんどが止葉

から穂首まで侵され，止葉が枯死の状態を呈する． 

B：株の半数以上の茎が発病し，大部分の病斑が止葉

葉鞘まで達しているが，止葉には生色がある． 

C：株の半数以上の茎が発病し，大部分の病斑が第２

葉鞘まで達している． 

D：病斑が第３葉鞘まで達している． 

E：全く発病を認めない，又は第４葉鞘以下の発病． 

 発病度は次式により求めた． 

 発病度＝（4A+3B+2C+D）/(4×調査株数)×100 

９）イネヒメハモグリバエ 

 調査は 6月中旬に行った．任意に選んだ 25株にお

いて被害葉数を調査し，A：被害葉率 51％以上，B：
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31～50％，C：16～30％，D：1～15％，E 被害なし，

の 5段階に区分して次式により被害度を求めた． 

 被害度＝（4A+3B+2C+D）/(4×調査株数)×100 

10）イネハモグリバエ 

 調査は 6 月中旬および 6 月下旬～7 月上旬に行っ

た．調査および被害度の算出はイネヒメハモグリバ

エと同じ方法で行った． 

11）イネドロオイムシ 

 調査は 6 月中旬および 6 月下旬～7 月上旬に行っ

た．調査および被害度の算出はイネヒメハモグリバ

エと同じ方法で行った． 

12）イネミズゾウムシ 

 調査は 6 月上～中旬に行った．任意に選んだ 25

株において被害葉数を調査し，A：被害葉率 91％以

上，B：61～90％，C：31～60％，D：1～30％，E 被

害なし，の 5 段階に区分して次式により被害度を求

めた． 

 被害度＝（4A+3B+2C+D）/(4×調査株数)×100 

13）ニカメイチュウ 

 調査は 7月中旬に行った．任意に選んだ 25株にお

いて被害株数を調査し，被害株率を算出した． 

14）イネカラバエ 

 調査は 7月中旬および 8月下旬に行った．任意に

選んだ 25 株において傷葉または傷穂の有無から被

害株数を調査し，被害株率を算出した． 

15）イネツトムシ 

 調査は 8月下旬に行った．任意に選んだ 25株にお

いて苞数を調査した． 

16）コブノメイガ 

 調査は 8月下旬に行った．任意に選んだ 25株にお

いて上位 2葉の被害葉を調査し，被害葉率を算出し

た． 

17）ツマグロヨコバイ 

 調査は 6月下旬～7月上旬，7月中旬，7月下旬～

8 月上旬および 8 月下旬に行った．捕虫網（柄の長

さ 1m，口径 36cm）を用いて 20回振りのすくい取り

を行い，捕獲した成虫および幼虫数を計数した． 

18）ヒメトビウンカ 

 調査は 6月下旬～7月上旬，7月中旬，7月下旬～

8 月上旬および 8 月下旬に行った．調査はツマグロ

ヨコバイと同じ方法で行った． 

19）セジロウンカ 

 調査は 6月下旬～7月上旬，7月中旬，7月下旬～

8 月上旬および 8 月下旬に行った．調査はツマグロ

ヨコバイと同じ方法で行った． 

20）コバネイナゴ 

 調査は 6月下旬～7月上旬，7月中旬，7月下旬～

8 月上旬および 8 月下旬に行った．調査はツマグロ

ヨコバイと同じ方法で行った． 

21）クサキリ類 

 調査は 6月下旬～7月上旬，7月中旬，7月下旬～

8 月上旬および 8 月下旬に行った．調査はツマグロ

ヨコバイと同じ方法で行った． 

22）ササキリ類 

 調査は 7月中旬，7 月下旬～8月上旬および 8 月下

旬に行った．調査はツマグロヨコバイと同じ方法で

行った． 

23）フタオビコヤガ 

 調査は 7月中旬，7 月下旬～8月上旬および 8 月下

旬に行った．捕虫網を用いて 20 回振りのすくい取り

を行い，捕獲した幼虫数を計数した． 

24）斑点米カメムシ類 

 調査は 6月下旬～7月上旬，7月中旬，7月下旬～

8 月上旬および 8 月下旬に行った．捕虫網を用いて

20 回振りのすくい取りを行い，捕獲した成虫は種別

に計数し，カスミカメムシ類幼虫は種を分類せずに

数を計数した． 

 成熟期に任意に選んだ穂 50 本を抜き取り，乾燥調

製後，1.8mm の篩で屑米を除去した精玄米の粒数お

よびカメムシ類による斑点米被害粒数を計数した．

全精玄米粒数に対する斑点米粒数の比率を斑点米率

とした．全精玄米粒数に対する斑点米粒数の比率を

斑点米率とした． 

 

３．休耕田におけるカメムシ類の発生 

 調査は仙台市若林区荒井（以下，仙台），石巻市北

上町橋浦 A（以下，石巻 A），同 B（以下，石巻 B），

名取市下増田（以下，名取）の 4か所で行った．い 

ずれの地点も津波被災の影響により耕作されておら

ず雑草が繁茂していた．仙台，石巻 Aおよび名取で

はイネ科のイヌビエEchinochloa crus-galliが優占

種であったが，仙台ではアカザ科のシロザ

Chenopodium album.など広葉雑草の発生も認められ

た．石巻 Bではコウキヤガラ Scirpus maritimusの

みの発生であった．これらの地点における斑点米カ

メムシ類の発生状況を把握するため，2011年 7月 29
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日は石巻 Aと石巻 Bにおいて，2011年 8 月 5日は仙

台と名取において捕虫網による 20 回振りのすくい

取り調査を行った．捕獲したカメムシ類のうち，成

虫は種別に計数し，カスミカメムシ類幼虫は種を分

類せずに計数した． 

 イヌビエとコウキヤガラの群落におけるカメムシ

類の繁殖の実態を確認するため，石巻 A からイヌビ

エの穂 20 本，石巻 Bからコウキヤガラの穂 60本を

採集し，これらの穂から発生するカメムシ類を調べ

た．水で湿らせたろ紙を敷いたプラスチックシャー

レ（直径 90mm，高さ 20mm）に穂を 1本ずつ入れて，

25℃，長日条件下（16 時間明-8時間暗）に置いた．

ふ化幼虫はすべてカスミカメムシ類であったことか

ら，餌としてコムギ芽出し苗 5), 15)を入れた透明プラ

スチック製の飼育容器（60mm×60mm×100mm）に幼虫

を 20～30頭ずつ入れて 25℃，長日条件下で飼育し，

羽化後に種を判別した． 

 

 

 

 

結 果 

１．イネ栽培水田における病害虫の発生 

 被災水田と一般水田におけるイネ病害の調査結果

は第 3 表に示した．被災水田において発生が確認さ

れた病害は紋枯病のみであった．水稲の重要病害で

あるいもち病の発生は確認されなかった．一般水田

では発生程度は低いものの，ばか苗病，稲こうじ病，

いもち病，紋枯病が認められた． 

被災水田と一般水田におけるイネ害虫の調査結果

は第 4 表に示した．イネカラバエとコブノメイガは

被災水田，一般水田ともに発生は認められなかった．

イネハモグリバエ，イネドロオイムシ，ニカメイチ

第2表　調査対象病害虫の発生程度別基準

無 少 中 多 甚

病害

1 ばか苗病 発病株率（％） 0 1～5 6～15 16～30 31以上

2 黄化萎縮病 発病度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

3 ごま葉枯病 発病度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

4 白葉枯病 発病度 0 1～5 6～20 21～50 51以上

5 縞葉枯病 発病度 0 1～5 6～10 11～30 31以上

6 稲こうじ病 発病株率（％） 0 1～5 6～15 16～30 31以上

7 いもち病

　葉いもち 発病度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

　穂いもち 発病穂率（％） 0 1～10 11～30 31～60 61以上

8 紋枯病 発病度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

虫害

9 イネヒメハモグリバエ 被害度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

10 イネハモグリバエ 被害度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

11 イネドロオイムシ 被害度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

12 イネミズゾウムシ 被害度 0 1～20 21～40 41～70 71以上

13 ニカメイチュウ 被害株率（％） 0 1～30 31～60 61～90 91以上

14 イネカラバエ

7月中旬（傷葉） 被害株率（％） 0 1～20 21～50 51～80 81以上

8月中旬（傷穂） 被害株率（％） 0 1～29 30～64 65～94 95以上

15 イネツトムシ 25株当たり苞数 0 1～10 11～20 21～40 41以上

16 コブノメイガ 被害葉率（％） 0 1～5 6～15 16～45 46以上

17 ツマグロヨコバイ すくい取り虫数 0 1～50 51～750 751～1,500 1,501以上

18 ヒメトビウンカ すくい取り虫数 0 1～10 11～30 31～100 101以上

19 セジロウンカ すくい取り虫数 0 1～100 101～300 301～700 701以上

20 コバネイナゴ すくい取り虫数 0 1～3 4～10 11～30 31以上

21 クサキリ類 すくい取り虫数 0 1～3 4～10 11～30 31以上

22 ササキリ類 すくい取り虫数 0 1～3 4～10 11～30 31以上

23 フタオビコヤガ すくい取り虫数 0 1～3 4～10 11～30 31以上

24 斑点米カメムシ類 すくい取り虫数 0 1～3 4～10 11～30 31以上

斑点米率（％） 0 ＜0.1 ＜0.3 ＜1.0 1.0以上

発生程度基準
病害虫名 評価項目
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ュウおよびクサキリ類は一般水田のみで発生が認め

られた．イネツトムシは被災水田のみで確認された．

その他の害虫については被災水田と一般水田の両方

で発生が認められた．被災水田と一般水田の間で発

生程度に差が認められ，かつ一般水田に比べて被災

水田の発生程度が高い傾向を示したのはイネヒメハ

モグリバエ，イネツトムシ，ヒメトビウンカおよび

アカヒゲホソミドリカスミカメであった． 

各病害虫の発生実態調査の結果の詳細を下記に記

す． 

1）ばか苗病 

 一般水田では発生が認められたが，被災水田では

発生が認められなかった。 

2）黄化萎縮病 

 一般水田，被災水田ともに発生が認められなかっ

た． 

3）ごま葉枯病 

 一般水田，被災水田ともに発生が認められなかっ

た． 

4）白葉枯病 

一般水田，被災水田ともに発生が認められなかっ

た． 

5）縞葉枯病 

一般水田，被災水田ともに発生が認められなかっ

た． 

6）稲こうじ病 

 一般水田では発生が認められたが，被災水田では

発生が認められなかった． 

7）いもち病 

 葉いもちは一般水田では発生が認められたが，被

災水田では発生が認められなかった．穂いもちは一

般水田では発生が認められたが，被災水田では発生

が認められなかった． 

8）紋枯病 

 一般水田，被災水田ともに発生が認められた．被

災水田と一般水田の発生程度に有意な差は認められ

なかった． 

9）イネヒメハモグリバエ 

 一般水田，被災水田ともに発生程度は少以下であ

った．被災水田における少発生地点の割合は，一般

水田に比べて有意に高かった． 

10）イネハモグリバエ 

 発生は一般水田のみで確認され，発生程度は少以

下であった． 

11）イネドロオイムシ 

 発生は一般水田のみで確認され，発生程度は中以

下であった． 

12）イネミズゾウムシ 

 一般水田，被災水田ともに発生が確認された．発

生程度は一般水田が中発生以下，被災水田が少発生

以下で，両者の発生程度に明瞭な差は認められなか

った． 

13）ニカメイチュウ 

 発生は一般水田のみで確認された．一般水田の発

生程度は大部分が少発生以下であったが，一部で多

発生が確認された． 

14）イネカラバエ 

一般水田，被災水田ともに発生は認められなかっ

た． 

15）イネツトムシ 

一般水田では発生は確認されなかった．被災水田

では 9 地点中 1地点で発生が確認され，発生程度は

中であった．一般水田と被災水田の発生程度には有

意な差が認められた． 

16）コブノメイガ 

一般水田，被災水田ともに発生は認められなかっ

た． 

17）ツマグロヨコバイ 

 6月下旬～7月上旬と 7月中旬の調査では，一般水

田，被災水田ともに発生は確認されなかった．7 月

下旬～8 月上旬の調査では一般水田のみで発生が確

認され，発生程度は少発生以下であった．8 月下旬

の調査では一般水田，被災水田ともに発生が確認さ

れ，発生程度は両者ともに中発生以下であった．一

般水田と被災水田の発生程度にはいずれの調査時期

においても有意な差は認められなかった． 

18）ヒメトビウンカ 

6 月下旬～7 月上旬の調査では一般水田，被災水田

ともに少発生以下であった．その後，調査時期が進

むにしたがって一般水田，被災水田ともに発生程度

は高まる傾向が認められた．4 回の調査のうち 7 月

下旬～8 月上旬を除く 3 回の調査において，被災水

田の発生程度は一般水田に比べて有意に高い傾向を

示し，8 月下旬の調査では被災水田 7 地点全てで甚

発生となり，石巻市蛇田（字道上）では上位葉にす

す病の発生が認められた． 
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19）セジロウンカ 

 6月下旬～7月上旬と 7月中旬の調査では，一般水

田，被災水田ともに発生程度は少発生以下であった．

7 月中旬の調査以降，一般水田における発生地点の

割合および発生程度は高まる傾向が認められた．被

災水田では 7 月下旬～8 月上旬と 8 月下旬の調査に

おいて発生は確認されなかった．一般水田と被災水

田の発生程度には，8 月下旬のみで有意な差が認め

られた． 

20）コバネイナゴ 

 一般水田ではいずれの調査時期でも発生が確認さ

れ，発生程度は 7 月～8 月上旬に最も高まり，甚発

生水田も確認された．被災水田において確認された

のは 7 月下旬～8 月上旬のみで，発生程度は一般水

田に比べて低かった． 

21）クサキリ類 

 一般水田では 8月下旬の調査で発生が確認され，

発生程度は中発生以下であった．被災水田では発生

が確認されなかった． 

22）ササキリ類 

一般水田，被災水田ともにいずれの時期でも発生

が確認された．一般水田では 7 月下旬～8 月上旬の

発生程度が最も高く多発生地点も確認されたが，被

災水田ではいずれの調査時期でも少発生以下であっ

た．なお，発生種は一般水田，被災水田ともにコバ

ネササキリConocephalus japonicusが主体であった． 

23）フタオビコヤガ 

 一般水田，被災水田ともにいずれの時期において

も発生が確認された．一般水田では 7 月中旬，7 月

下旬～8 月上旬に甚発生地点が確認された．発生地

点の割合，発生程度ともに 7 月中旬が最も高かった．

被災水田の発生程度は多発生以下であった．一般水

田と被災水田の発生程度には有意な差は認められな

かった． 

24）斑点米カメムシ類 

すくい取り調査により捕獲したカメムシ類は，一

般水田，被災水田ともにアカスジカスミカメ

Stenotus rubrovittatusが最も多く，この他にアカ

ヒ ゲ ホ ソ ミ ド リ カ ス ミ カ メ Trigonotylus 

caelestialium およびカスミカメムシ類幼虫が確認

された．被災水田では 8月下旬のアカヒゲホソミド

リカスミカメ発生程度が一般水田に比べて高まった

が，他の時期では有意な差は認められなかった．ま

た，アカスジカスミカメ，カスミカメムシ類幼虫お

よびカメムシ類合計では一般水田と被災水田の間で

有意な差は認められなかった．斑点米率については

一般水田では無～甚発生，被災水田では無～多発生

となり，両者の間に有意な差は認められなかった． 

 

 

 

 

 

 

第3表　被災水田と一般水田におけるイネ病害発生程度の比較

無 少 中 多 甚
一般 62 96 4 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 94 6 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 55 100 0 0 0 0
被災 8 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 55 100 0 0 0 0
被災 8 100 0 0 0 0

ごま葉枯病（穂） 8月下旬 発病度  ns

成熟期 発病度  ns

ごま葉枯病（葉） 8月下旬 発病度  ns

成熟期 発病度  ns

ごま葉枯病 7月中旬 発病度  ns

7月下旬～8月上旬 発病度  ns

黄化萎縮病 6月中旬 発病株率  ns

6月中旬～下旬 発病株率  ns

区分間

の比較a)

ばか苗病 6月中旬 発病株率  ns

6月下旬～7月上旬 発病株率  ns

病害名 調査時期 調査項目 区分 地点数
被害程度別割合(%)
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第3表　続き
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 55 100 0 0 0 0
被災 8 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 85 15 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 55 71 7 13 5 4
被災 8 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 98 0 2 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 98 0 2 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 55 98 2 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 55 98 2 0 0 0
被災 8 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 100 0 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 97 3 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 87 13 0 0 0
被災 9 100 0 0 0 0
一般 62 53 44 3 0 0
被災 9 67 11 0 22 0
一般 55 45 49 4 2 0
被災 8 62 13 0 25 0

a)nsは5%水準で有意差がないことを示す(Wilcoxonの順位和検定)

8月下旬 発病度  ns

成熟期 発病度  ns

紋枯病

7月中旬 発病度  ns

8月上旬 発病度  ns

6月中旬 発病度  ns

6月下旬～7月上旬 発病度  ns

穂いもち 8月上旬 発病穂率  ns

成熟期 発病穂率  ns

7月中旬 発病度  ns

7月下旬～8月上旬 発病度  ns

葉いもち 6月中旬 発病度  ns

6月下旬～7月上旬 発病度  ns

稲こうじ病 8月下旬 発病株率  ns

成熟期 発病株率  ns

縞葉枯病 ７月中旬 発病度  ns

7月下旬～8月上旬 発病度  ns

8月下旬 発病度  ns

成熟期 発病度  ns

白葉枯病 7月中旬 発病度  ns

7月中旬～8月上旬 発病度  ns

第4表　被災水田と一般水田におけるイネ害虫発生程度の比較

無 少 中 多 甚

イネヒメハモグリバエ 6月中旬 被害度 一般 62 84 16 0 0 0

被災 9 56 44 0 0 0

イネハモグリバエ 6月中旬 被害度 一般 62 98 2 0 0 0

被災 9 100 0 0 0 0

6月下旬～7月上旬 被害度 一般 62 97 3 0 0 0

被災 9 100 0 0 0 0

イネドロオイムシ 6月中旬 被害度 一般 62 82 16 2 0 0

被災 9 100 0 0 0 0

6月下旬～7月上旬 被害度 一般 62 72 23 5 0 0

被災 9 100 0 0 0 0

イネミズゾウムシ 6月上中旬 被害度 一般 60 65 32 3 0 0

被災 5 20 80 0 0 0

ニカメイチュウ 7月中旬 被害株率 一般 62 87 11 0 2 0

被災 9 100 0 0 0 0

イネカラバエ 7月中旬 被害度 一般 62 100 0 0 0 0

被災 9 100 0 0 0 0

8月下旬 被害度 一般 62 100 0 0 0 0

被災 5 100 0 0 0 0

イネツトムシ 8月下旬 苞数/25株 一般 62 100 0 0 0 0

被災 9 89 0 11 0 0

コブノメイガ 8月下旬 被害葉率 一般 62 100 0 0 0 0

被災 9 100 0 0 0 0

ns

害虫名 調査時期 調査項目 区分 地点数
被害程度別割合(%) 区分間

の比較a)

*

ns

ns

ns

ns

ns

ns

ns

*

ns
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第4表　続き

ツマグロヨコバイ 6月下旬～7月上旬 すくい取り/20回 一般 31 100 0 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

7月中旬 すくい取り/20回 一般 39 100 0 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 48 85 15 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 92 6 2 0 0

(成幼虫) 被災 7 86 0 14 0 0

ヒメトビウンカ 6月下旬～7月上旬 すくい取り/20回 一般 31 74 26 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 29 71 0 0 0

7月中旬 すくい取り/20回 一般 39 82 18 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 28 29 43 0 0

7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 48 36 52 8 4 0

(成幼虫) 被災 7 43 14 43 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 6 15 21 33 25

(成幼虫) 被災 7 0 0 0 0 100

セジロウンカ 6月下旬～7月上旬 すくい取り/20回 一般 31 90 10 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 86 14 0 0 0

7月中旬 すくい取り/20回 一般 39 92 8 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 86 14 0 0 0

7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 48 69 31 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 27 71 2 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

コバネイナゴ 6月下旬～7月上旬 すくい取り/20回 一般 31 84 13 3 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

7月中旬 すくい取り/20回 一般 39 54 23 15 8 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 48 48 23 17 4 8

(成幼虫) 被災 7 86 0 14 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 69 19 12 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

クサキリ類 7月中旬 すくい取り/20回 一般 39 100 0 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 48 100 0 0 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 73 25 2 0 0

(成幼虫) 被災 7 100 0 0 0 0

ササキリ類 7月中旬 すくい取り/20回 一般 39 67 28 5 0 0

(成幼虫) 被災 7 57 43 0 0 0

7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 48 39 42 15 4 0

(成幼虫) 被災 7 43 57 0 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 73 25 2 0 0

(成幼虫) 被災 7 57 43 0 0 0

フタオビコヤガ 7月中旬 すくい取り/20回 一般 39 20 26 23 18 13

(成幼虫) 被災 7 58 14 14 14 0

7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 48 42 27 17 8 6

(成幼虫) 被災 7 71 29 0 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 61 29 4 6 0

(成幼虫) 被災 7 46 26 14 14 0

斑点米カメムシ類 7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 47 53 30 9 6 2

アカスジカスミカメ 被災 7 72 14 14 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 77 17 2 4 0

被災 7 72 14 14 0 0

斑点米カメムシ類 7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 47 77 19 4 0 0

アカヒゲホソミドリカスミカメ 被災 7 100 0 0 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 96 4 0 0 0

被災 7 58 14 14 14 0

斑点米カメムシ類 7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 47 85 11 4 0 0

カスミカメムシ類幼虫 被災 7 100 0 0 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 90 8 2 0 0

被災 7 86 14 0 0 0

斑点米カメムシ類 7月下旬～8月上旬 すくい取り/20回 一般 47 53 30 9 6 2

合計 被災 7 72 14 14 0 0

8月下旬 すくい取り/20回 一般 52 71 21 2 6 0

被災 7 43 14 29 14 0

成熟期 斑点米率 一般 56 43 32 9 14 2

被災 8 36 38 13 13 0

a)*は5%水準で区分間に有意差があること，nsは同水準で有意差がないことを示す(Wilcoxonの順位和検定)
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２．休耕水田におけるカメムシ類の発生 

 調査した全 4地点で斑点米カメムシ類が確認され

た（第 5表）．カメムシ類の種は，アカスジカスミカ

メ，アカヒゲホソミドリカスミカメ，フタトゲムギ

カスミカメ Stenodema calcarata のカスミカメムシ

類とその幼虫が主体で，この他にホソハリカメムシ

Cletus punctiger と ア カ ヒ メ ヘ リ カ メ ム シ 

Rhopalus maculatus がわずかに含まれていた．アカ

スジカスミカメとアカヒゲホソミドリカスミカメの 

個体数の割合は場所によって異なったものの，いず

れの地点でもこの 2種が全体の多くを占めていた． 

 石巻Aから採集したイヌビエの穂20本からふ化し

た幼虫数は 606個体，このうち成虫になったのは 345

個体であった．石巻 Bから採集したコウキヤガラの

穂 60本からふ化した幼虫数は 98個体，このうち成

虫になったのは 86 個体であった．両地点ともに発生

した種はアカスジカスミカメとアカヒゲホソミドリ

カスミカメのみであり，種構成はアカスジカスミカ

メが 90％以上と多くを占めた（第 6 表）． 

 

考 察 

１．イネ栽培水田における病害虫の発生 

 今回の調査では，被災水田において水稲の主要病

害であるいもち病の発生は確認されなかった（第 3

表）．2011 年の本県におけるいもち病の発生は，ア

メダスデータを利用した BLASTAM によると，いもち

病の感染好適条件は出現したものの，７月の出現回

数は平年よりもかなり少なく，発生は少なかった 12)．

また，種子消毒による防除，箱施用剤による防除が

普及し,いもち病防除が徹底されたことが葉いもち

の発生が確認されなかった要因と考えられる．穂い

もちについては，伝染源となる葉いもちの発生が少

なかったため，最終的に穂いもちの発生が認められ

なかったと考えられる． 

 紋枯病については，被災水田，一般水田ともに発

生が確認された．2011年の本県における紋枯病の発

生量は平年並であり，出穂期以降高温で経過したた

め，病勢進展には好適であった 3), 12)．被災水田 7地

点では紋枯病の防除に有効なクロチアニジン・オリ

サストロビン粒剤およびフィプロニル・オリサスト

ロビン粒剤が使用されていた（第 1表）．被災水田に

おいて紋枯病が確認された地点では，これら紋枯病

に有効な薬剤が施用されておらず，このため発病が

確認されたと考えられる．紋枯病の発生は，栽培条

件および気象条件による発病とみられ，津波被災に

よるものではないと考えられた． 

ばか苗病については，近年本県での発生が増加傾

向にある病害であるが，被災水田において発病は確

認されなかった． 

稲こうじ病については，一般水田のみの発生で被

災水田では発生が確認されなかった．稲こうじ病は

前年の伝染源や気象条件が発生に影響し 23)，津波被

災が発生に影響を与えることはないと考えられた． 

 その他の病害については，近年発生が少なく，伝

染源も少ないため，被災水田，一般水田ともに発生

は認められなかったと考えられた． 

これらのことから，水稲病害については，津波に

よる海水の流入が直接的に病害の発生に影響したと

は考えにくく，発生要因は気象条件や栽培条件によ

るものであると考えられた．ただし，泥土が流入し

た農地において堆積泥を鋤きこんだ場合，窒素の無

機化量が多くなることがある 11)．いもち病，紋枯病，

第5表　雑草が繁茂した休耕田におけるカメムシ類の発生状況

地点名 主な雑草種

アカスジ アカヒゲ ムギ 幼虫 その他 合計

仙台 イヌビエ 4 21 0 12 0 37
(10.8) (56.8) (0.0) (32.4) (0.0)

石巻A イヌビエ 138 54 2 19 1 214
(64.5) (25.2) (0.9) (8.9) (0.5)

石巻B コウキヤガラ 101 19 4 52 1 177
(57.1) (10.7) (2.3) (29.4) (0.6)

名取 イヌビエ 93 88 0 33 1 215
(43.3) (40.9) (0.0) (15.3) (0.5)

1)カメムシ類の種名
　アカスジ：アカスジカスミカメ，アカヒゲ：アカヒゲホソミドリカスミカメ
　ムギ：フタトゲムギカスミカメ
　幼虫：カスミカメムシ類幼虫，その他，ホソハリカメムシ，アカヒメヘリカメムシ

すくい取り虫数（20回振り）1)

(％)

第6表　イヌビエとコウキヤガラの穂からふ化したカメムシ類

雑草種 供試穂数 ふ化幼虫数

アカスジ アカヒゲ 合計

イヌビエ 20 606 318 27 345
(92.2) (7.8)

コウキヤガラ 60 98 84 2 86
(97.7) (2.3)

1)カメムシ類の種名
　アカスジ：アカスジカスミカメ，アカヒゲ：アカヒゲホソミドリカスミカメ

羽化成虫数1)

（%)
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稲こうじ病などは多窒素状態で発生が増加する傾向

が認められ 10)，22），23），このような堆積泥が鋤き込ま

れたほ場では，こうした病害の発生に注意する必要

がある． 

虫害では，イネヒメハモグリバエ，イネツトムシ

とヒメトビウンカの発生程度が一般水田に比べて高

まる傾向が認められた． 

イネヒメハモグリバエの成虫発生盛期は，本県で

は例年 4月～6月の期間内において 4月中旬～5月上

旬と 6 月上旬～中旬に 2 回現れる 21)．1 回目と 2 回

目の成虫発生盛期に田植時期が当たると被害葉率が

高まるが，本県において一般的である 5 月中旬の田

植えは成虫発生量が少ない時期に当たるために被害

を回避していると考えられている 8)．一般水田に比

べて被災水田の被害程度が高まった理由として，被

災水田の田植時期が除塩作業等の影響で 5月下旬～

6 月上旬に遅れたことにより，田植直後の成虫侵入

量と産卵数が一般水田に比べて多くなった可能性が

ある．ただし，被災水田の発生程度は一般水田と同

様少発生以下のレベルであった．これは殺虫剤の育

苗箱施用により幼虫による食害が低く抑えられたも

のと考えられた．なお，イネドロオイムシやイネミ

ズゾウムシ等の他の本田初期害虫においても発生程

度が中以上に達したものはなく，イネヒメハモグリ

バエと同様に殺虫剤の育苗箱施用による防除により

発生が低く抑えられたと考えられた． 

本県においてヒメトビウンカ成虫の発生盛期は，

越冬世代が 5月下旬，第 1世代が 7 月上旬，第 2世

代が 8月中旬，第 3 世代が 9 月中～下旬で，水田内

の密度が急激に高まるのは第 2世代幼虫が出現し始

めるイネの幼穂形成期以降である 6)．一般水田，被

災水田ともに出穂期前後となる 7 月下旬～8 月上旬

から 8 月下旬にかけて発生程度の高い地点が増加し

たことから，いずれの発生消長もこれまでの知見と

大きな違いはないと考えられた．しかし，一般水田

と被災水田の発生程度を比較すると，被災水田では

6月下旬～7月上旬の第1世代発生盛期の時点ですで

に一般水田よりも発生程度が高い傾向が認められて

おり，その傾向は調査期間を通じて認められた．ヒ

メトビウンカの水田への侵入とその後の増殖はイネ

の作型の影響を受けることが知られており，一般的

には田植の早期化が水田への侵入を助長すると考え

られている 9),20)．これとは反対に，被災水田では田

植時期が全般に遅れたにもかかわらず本種は多発し

た．この要因については更に検討する必要がある．

本種の多発にともなう被害は，茎葉におけるすす病

の発生や本種のウイルス媒介による縞葉枯病の発生

と吸汁害などが知られている．すす病の発生は被災

水田の一部で確認されたが，これによる収量への影

響は小さいことから 2)大きな問題となることはない

と思われる．もっとも重視すべきは縞葉枯病の発生

であろう．県内における縞葉枯病の病原ウイルス保

毒虫は 2011年の調査 12)において 20地点中 7地点で

確認されているが，発病は一般水田，被災水田とも

に発生は認められなかった．これは，ウイルス伝搬

に大きく関与する第 2世代幼虫がウイルスに感染し

にくい幼穂形成期以降に出現しているためと考えら

れる 6)．したがって，被災水田における本病の発生

が被災水田で大きな問題となる可能性は低いと思わ

れた．本種の籾への直接的な加害は減収，千粒重や

外観品質の低下をもたらすことが知られているが 2), 

20)，県内ではその被害実態について詳しい調査は行

われていない．本種の多発生水田は被災の有無にか

かわらず県内に散見されており，今後，どの程度の

発生密度で減収等の被害が生じるのかについて明ら

かにしていく必要がある． 

イネツトムシは，本県において移植時期の遅い水

田や直播栽培など，通常の移植栽培と比べてイネの

生育ステージが遅れた水田で多発する傾向がある．

今回の調査では一般水田に比べて田植時期が遅れた

被災水田のみで発生が確認されたが，1 地点のみの

局所的な発生であった．このことから，イネツトム

シは被災水田において被害程度が高まる特徴的な害

虫とは言い難いが，田植が遅れた場合には多発する

場合もあるので発生には注意が必要である． 

斑点米カメムシ類では，一般水田に比べて被災水

田のアカヒゲホソミドリカスミカメ発生量が 8 月下

旬のみで高まる傾向が認められたものの，カメムシ

類を合計した発生密度や斑点米の発生程度は一般水

田と被災水田の間に明瞭な差は認められなかった．

県内の多くの水田ではカメムシ類に対して出穂期以

降の殺虫剤散布が行われており，今回調査した被災

水田においても 1地点（名取市堀内）を除いて防除

が行われていたことを考えると，一般水田と被災水

田の間でカメムシ類による被害リスクに大きな違い

はないと思われた．斑点米被害をもたらすカメムシ
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類は本県の稲作において最も重要な害虫であるので，

水田周辺の牧草地 19)や水田雑草 7)の植生管理を適切

に行った上で薬剤による防除を行うというこれまで

と同様の対策を被災水田においても実施する必要が

ある． 

以上から被災水田においては，津波による被災が

直接的に病害虫の発生に影響したとは考えにくく，

防除については慣行の病害虫防除を基本とし，突発

的に発生する病害虫については，発生状況に応じた

防除を検討することが望ましい． 

 

２．休耕水田におけるカメムシ類の発生 

津波被災水田のうち 2011 年に休耕した水田の多

くは泥土が流入した農地である．このような水田で

発生が最も目立った雑草種はイヌビエで，次いでコ

ウキヤガラの発生が多かった 17)．これは，もともと

イヌビエは低地部，コウキヤガラは沿岸部に分布が

局在しているということともあるが，堆積した泥土

に含まれる塩分の影響で，耐塩性の強い草種がさら

に優占したことによるものと考えられる．コウキヤ

ガラの耐塩性は他の雑草種と比べても特に強いこと

が知られており 1)，今回調査した石巻 B のように河

口や海岸線に近く泥土が厚く堆積した場所では，他

の植物との競合がない単一の群落を形成していた． 

このようなイヌビエやコウキヤガラが発生した休

耕田においてすくい取り調査を行った結果，いずれ

の地点でも斑点米の原因となるカメムシ類の発生が

確認された．種構成は，イヌビエやコウキヤガラの

草種に関わらずアカスジカスミカメとアカヒゲホソ

ミドリカスカメが優占しており，カスミカメムシ類

幼虫はいずれの地点でも確認された．また，イヌビ

エとコウキヤガラの穂からはカスミカメムシ類の幼

虫が孵化した．孵化幼虫を羽化するまで飼育し種を

判別した結果，両草種から発生した幼虫はアカスジ

カスミカメとアカヒゲホソミドリカスミカメである

ことが確認され，その割合は両草種ともにアカスジ

カスミカメが 90％以上であった．このことから，被

災休耕田はこれらのカメムシ類の繁殖場所となって

いることが明らかとなった． 

イネ科のヒエ類はこれらのカスミカメムシ類が寄

主として利用することは以前から知られていた 4),15)．

一方，カヤツリグサ科ではイヌホタルイ Scirpus 

juncoides Roxb. とシズイ Scirpus nipponicus がア

カスジカスミカメの寄主であることは知られていた

が 18)，コウキヤガラが両種の寄主となることは新た

な知見である．調査を行った 7月下旬～8月上旬は，

アカスジカスミカメでは第 1 世代，アカヒゲホソミ

ドリカスミカメでは第 2世代の成虫発生時期に当た

る 13), 16)．両草種ともに出穂後間もない状態であっ

たこと，休耕田内には寄主となり得る草種が他に見

当たらなかったことを考えると，越冬世代成虫は休

耕田外の場所で発生，産卵し第 1 世代以降の成虫が

休耕田に侵入したものと考えられた．調査地点周辺

の畦畔や河川堤防の法面では出穂後に夏枯れした状

態のイタリアンライグラスLolium multiflorumが確

認された．このような休耕田は水田へ侵入する前の

カメムシ類の生息場所であったと推測される．周辺

でイネを作付けする水田への影響を考えると，休耕

田だけではなくその周辺も含めて草刈りを行うなど

カメムシ類が発生しにくい植生管理を行うことが重

要である． 

休耕田の多くは，今後泥土の除去と除塩作業が行

われた後に水田として復旧されることが見込まれる．

休耕田における雑草の多発生と増殖は，稲作を再開

した後の水田内の雑草発生量にも影響すると考えら

れる．これらの雑草が水田内で多発した場合，光や

養分の競合に起因する減収が生じるとともに，イヌ

ホタルイ 7)と同様に水田内における寄主としてアカ

スジカスミカメの密度を高めて斑点米被害を増大す

る可能性がある．稲作を再開するに当たってはこれ

らの雑草の発生に注意して適切な防除対策を講じる

必要がある． 

2011年 10月 11日には東日本大震災により津波被

害を受けた農地を対象とした無人ヘリコプター用の

除草剤が農薬登録された．このような防除技術も活

用しながら被災農地の復旧が早期に進展することを

期待したい． 

 

要 約 

津波被災水田では，被災していない一般水田と比

較して発生程度が高くなる病害は認められなかった．

虫害ではイネツトムシとヒメトビウンカの発生程度

が高まる傾向が認められたが，イネの収量や品質へ

の影響は小さいと考えられた． 

休耕田では，イヌビエやコウキヤガラが繁茂し，

アカスジカスミカメやアカヒゲホソミドリカスミカ
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メの発生が確認され，斑点米カメムシの発生源とな

ることが明らかになった． 
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Occurrence of Diseases and Insect Pests of Rice in Paddy Fields Affected by the 
Tsunami from the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake 

 
Naoki Sato, Joji Kashin, Yoko Nakahata, Keiko Kitsunezuka, Hideaki Tsuji, Tohru Ono, 

Keita Otsuki and Tomotaka Suzuki 
 

Summary 
The tsunami caused by the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake caused serious damage to the coastal 

farmlands of Miyagi Prefecture. Rice had been planted in part of the tsunami-devastated paddy area after 

salt-removal work. It is not known how these cultivation conditions affect the occurrence of insect pests and diseases 

of rice. In addition, there has been concern that fallow fields, where rice cannot be planted, will act as site of 

multiplication of rice bugs. A field-survey comparison of tsunami-devastated paddy fields and non-devastated fields, 

revealed that the former paddy fields did not have higher rates of disease. However, there were higher rates of 

occurrence of the rice plant skipper Parnara guttata and the small brown planthopper Laodelphax striatella in 

tsunami-devastated paddies than in non-devastated paddies, although the impact of these pests on rice yield and 

quality was thought to be small. Investigation of fallow fields in which Echinochloa crus-galli and Scirpus maritimus 

grew showed that the sorghum plant bug Stenotus rubrovittatus and the rice leaf bug Trigonotylus caelestialium were 

present.  We confirmed that these rice bugs hatched from the ears of these weeds. Thus these fallow fields could be a 

source of rice bugs invading the rice paddies. 
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別表 被災水田におけるイネ病害虫の発生調査結果 

水稲病害 

 

  

 

 
 

 
 

1.ばか苗病
調査地点名 発病株率(%)

6月中
6月下旬

～7月上旬
仙台市若林区荒井 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0
仙台市若林区今泉 0 0
名取市堀内 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0
石巻市大瓜 0 0
石巻市中野 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0

2.黄化萎縮病
調査地点名 発病株率(%)

6月中旬
6月下旬

～7月上旬
仙台市若林区荒井 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0
仙台市若林区今泉 0 0
名取市堀内 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0
石巻市大瓜 0 0
石巻市中野 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0

3.ごま葉枯病

調査地点名 発病株率(%) 発病度1)

7月中旬
7月下旬

～8月上旬
8月下旬 成熟期 7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月下旬 成熟期

仙台市若林区荒井 0 0 0 0 0 0 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 0 0 0 0 0
仙台市若林区今泉 0 0 0 - 0 0 0 -
名取市堀内 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0 0 0 0
1) 被害度=(4A+3B+2C+D)/(4×調査株数)×100
　A：上位葉での病斑が非常に多く，上位3葉での枯死葉あり。
　B：上位用での病斑がかなり多く，上位3葉の一部に枯死葉あり。
　C：上位葉に多くの病斑。
　D：株にわずかな病斑。
　E：発病なし。

4.白葉枯病

調査地点名 発病株率(%) 発病度1)

7月中旬
7月下旬

～8月上旬
8月下旬 成熟期 7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月下旬 成熟期

仙台市若林区荒井 0 0 0 0 0 0 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 0 0 0 0 0
仙台市若林区今泉 0 0 0 - 0 0 0 -
名取市堀内 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0 0 0 0
1) 被害度=(4A+3B+2C+D)/(4×調査株数)×100
　A：全葉面積に発病。
　B：全葉面積の2/3以上に発病。
　C：全葉面積の1/3~2/3に発病。
　D：全葉面積の1/3以下で発病。
　E：発病なし。
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5.縞葉枯病

調査地点名 発病株率(%) 発病度1)

7月中旬
7月下旬

～8月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

仙台市若林区荒井 0 0 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 0
仙台市若林区今泉 0 0 0 0
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
1) 発病度=(4A+3B+2C+D)/(4×調査株数)×100
　A：発病茎率90%以上。
　B：発病茎率2/3以上。
　C：発病茎率1/3~2/3。
　D：発病茎率1/3以下。
　E：発病なし。

6.稲こうじ病
調査地点名 発病株率(%) 発病穂率(%)

8月下旬 成熟期 8月下旬 成熟期
仙台市若林区荒井 0 0 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 0
仙台市若林区今泉 0 - 0 -
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0

7.葉いもち
調査地点名 発病株率(%)

6月中旬
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月上～中旬

仙台市若林区荒井 0 0 0 - 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 - 0
仙台市若林区今泉 0 0 0 - 0
名取市堀内 0 0 0 - 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0

調査地点名 発病度1)

6月中旬
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月上～中旬

仙台市若林区荒井 0 0 0 - 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 - 0
仙台市若林区今泉 0 0 0 - 0
名取市堀内 0 0 0 - 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0
1) 発病度=(4A+3B+2C+D)/(4×調査株数)×100
　A：下位葉は枯死しずり込み症状を呈する。病斑面積率50%以上。
　B：かなり病斑が見られ軽いずり込み症状を呈する。病斑面積率10%以上。
　C：病斑がかなり見られる。病斑面積率2%程度。
　D：病斑がわずかに見られる。病斑面積率0.5％
　E：なし。
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8.穂いもち
調査地点名 発病穂率(%)

穂首(a) 枝梗(b) (a)+(b) 籾いもち
仙台市若林区荒井 0 0 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 0
仙台市若林区今泉 0 0 0 0
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
8/22～24調査

調査地点名 発病穂率(%)
穂首(a) 枝梗(b) (a)+(b) 籾いもち

仙台市若林区荒井 0 0 0 0
仙台市若林区下飯田 0 0 0 0
仙台市若林区今泉 0 0 0 0
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
成熟期

9.紋枯病
調査地点名 発病株率(%)

6月中旬
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月下旬 成熟期

仙台市若林区荒井 0 0 0 0 48 100
仙台市若林区下飯田 0 0 0 0 44 88
仙台市若林区今泉 0 0 0 0 16 -
名取市堀内 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0 4
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0 0

調査地点名 発病度1)

7月中旬
7月下旬

～8月上旬
8月下旬 成熟期

仙台市若林区荒井 0 0 12 55
仙台市若林区下飯田 0 0 21 61
仙台市若林区今泉 0 0 4 -
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 2
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
1) 被害度=(4A+3B+2C+D)/(4×調査株数)×100
　A：半数以上の茎が発病し，そのほとんどが止葉から穂首まで侵され，止葉が枯死の状態を呈する。
　B：半数以上の茎が発病し，大部分の病斑が止葉葉鞘まで達してるが止葉には生色がある。
　C：半数以上の葉が発病し，大部分の病斑が第2葉鞘まで達している。
　D：病斑が第3葉鞘まで達している。
　Ｄ’：第4葉鞘以下の発病。
　E：発病なし。
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1.イネヒメハモグリバエ

調査地点名 被害株率(%) 被害度1)

6月中旬 6月中旬
仙台市（若）荒井 8 2
仙台市（若）下飯田 0 0
仙台市（若）今泉 16 4
名取市堀内 8 2
石巻市蛇田（字道上） 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0
石巻市大瓜 4 1
石巻市中野 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0
1) 被害度=(4A+3B+2C+D)/(4×調査株数)×100
　A：被害葉率51％以上
　B：同31～50％
　C：同16～30％
　D：同15％以下
　E：被害なし

3.イネドロオイムシ

調査地点名 成虫数/25株 被害株率(%) 被害度1)

6月中旬 6月中旬
6月下旬

～7月上旬
6月中旬

6月下旬
～7月上旬

仙台市（若）荒井 - 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 - 0 0 0 0
仙台市（若）今泉 - 0 0 0 0
名取市堀内 - 4 0 1 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 1 0 0 0 0
1) 被害度はイネヒメハモグリバエと同じ方法で算出。

４.イネミズゾウムシ

調査地点名 成虫数/25株 被害株率(%) 被害度1)

6月上～中旬 6月上～中旬 6月上～中旬
仙台市（若）荒井 - - -
仙台市（若）下飯田 - - -
仙台市（若）今泉 - - -
名取市堀内 - - -
石巻市蛇田（字道上） 0 24 6
石巻市蛇田（字深田） 0 4 1
石巻市大瓜 0 8 2
石巻市中野 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 4 1
1) 被害度=(4A+3B+2C+D)/(4×調査株数)×100
　A：被害葉率91％以上
　B：同61～90％
　C：同31～60％
　D：同1～30％
　E：被害なし

6.イネカラバエ
調査地点名 被害株率(%)

7月中旬 8月下旬
仙台市（若）荒井 0 -
仙台市（若）下飯田 0 -
仙台市（若）今泉 0 -
名取市堀内 0 -
石巻市蛇田（字道上） 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0
石巻市大瓜 0 0
石巻市中野 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0

7.イネツトムシ
調査地点名 苞数/25株

8月下旬
仙台市（若）荒井 0
仙台市（若）下飯田 0
仙台市（若）今泉 0
名取市堀内 0
石巻市蛇田（字道上） 15
石巻市蛇田（字深田） 0
石巻市大瓜 0
石巻市中野 0
東松島市浅井（字駒塚） 0

2.イネハモグリバエ

調査地点名 被害株率(%) 被害度1)

6月中旬
6月下旬

～7月上旬
6月中旬

6月下旬
～7月上旬

仙台市（若）荒井 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 0 0 0 0
仙台市（若）今泉 0 0 0 0
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
1) 被害度はイネヒメハモグリバエと同じ方法で算出。

5.ニカメイガ
調査地点名 被害株率(%)

7月中旬
仙台市（若）荒井 0
仙台市（若）下飯田 0
仙台市（若）今泉 0
名取市堀内 0
石巻市蛇田（字道上） 0
石巻市蛇田（字深田） 0
石巻市大瓜 0
石巻市中野 0
東松島市浅井（字駒塚） 0

8.コブノメイガ
調査地点名 上位2葉

被害葉/25株
8月22日

仙台市（若）荒井 0
仙台市（若）下飯田 0
仙台市（若）今泉 0
名取市堀内 0
石巻市蛇田（字道上） 0
石巻市蛇田（字深田） 0
石巻市大瓜 0
石巻市中野 0
東松島市浅井（字駒塚） 0
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9.ツマグロヨコバイ

調査地点名
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

成虫数 幼虫数 計 成虫数 幼虫数 計
仙台市（若）荒井 0 0 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0 0

調査地点名
7月下旬

～8月上旬
8月下旬

成虫数 幼虫数 計 成虫数 幼虫数 計
仙台市（若）荒井 0 0 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 0 0 0 307 179 486
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0 0
20回振り虫数

10.ヒメトビウンカ

調査地点名
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

成虫数 幼虫数 計 成虫数 幼虫数 計
仙台市（若）荒井 0 0 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 3 0 3 5 0 5
石巻市蛇田（字深田） 1 0 1 7 6 13
石巻市大瓜 8 0 8 2 7 9
石巻市中野 4 0 4 8 5 13
東松島市浅井（字駒塚） 1 0 1 3 9 12

調査地点名
7月下旬

～8月上旬
8月下旬

成虫数 幼虫数 計 成虫数 幼虫数 計
仙台市（若）荒井 0 0 0 128 72 200
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 0 0 0 268 173 441
石巻市蛇田（字道上） 18 12 30 414 346 760
石巻市蛇田（字深田） 10 1 11 278 727 1005
石巻市大瓜 0 0 0 73 125 198
石巻市中野 14 0 14 189 312 501
東松島市浅井（字駒塚） 2 3 5 170 820 990
20回振り虫数

11.セジロウンカ

調査地点名
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月下旬

成虫数 成虫数 成虫数 成虫数
仙台市（若）荒井 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - -
仙台市（若）今泉 - - - -
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 1 0 0
石巻市大瓜 1 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
20回振り虫数
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12.コバネイナゴ

調査地点名
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月下旬

成幼虫数 成幼虫数 成幼虫数 成虫数
仙台市（若）荒井 0 0 7 0
仙台市（若）下飯田 - - - -
仙台市（若）今泉 - - - -
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
20回振り虫数

13.クサキリ類

調査地点名
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月下旬

成幼虫数 成幼虫数 成幼虫数 成虫数
仙台市（若）荒井 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - -
仙台市（若）今泉 - - - -
名取市堀内 0 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0
20回振り虫数

14.ササキリ類（コバネササキリ）

調査地点名
6月下旬

～7月上旬
7月中旬

7月下旬
～8月上旬

8月下旬

成幼虫数 成幼虫数 成幼虫数 成虫数
仙台市（若）荒井 0 0 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - -
仙台市（若）今泉 - - - -
名取市堀内 0 0 2 2
石巻市蛇田（字道上） 0 1 2 0
石巻市蛇田（字深田） 1 2 2 0
石巻市大瓜 0 0 0 0
石巻市中野 0 2 0 1
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 3 1
20回振り虫数

15.フタオビコヤガ

調査地点名 7月中旬
7月下旬

～8月上旬
8月下旬

幼虫数 幼虫数 幼虫数
仙台市（若）荒井 0 3 1
仙台市（若）下飯田 - - -
仙台市（若）今泉 - - -
名取市堀内 0 0 0
石巻市蛇田（字道上） 2 0 17
石巻市蛇田（字深田） 0 1 0
石巻市大瓜 0 0 0
石巻市中野 4 0 3
東松島市浅井（字駒塚） 11 0 4
20回振り虫数

- 194-



佐藤ら：津波被災水田におけるイネ病害虫の発生実態 67 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16.斑点米カメムシ類

調査地点名
6月下旬

～7月上旬
カスミカメムシ類 その他

アカスジ アカヒゲ ムギ 幼虫 計
仙台市（若）荒井 0 0 0 - 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 0 0 0 - 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 14 1 0 0 15 0
石巻市大瓜 0 5 0 0 5 0
石巻市中野 0 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0 0

調査地点名 7月中旬
カスミカメムシ類 その他

アカスジ アカヒゲ ムギ 幼虫 計
仙台市（若）荒井 0 0 0 - 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 0 0 0 - 0 0
石巻市蛇田（字道上） 0 0 0 0 0 0
石巻市蛇田（字深田） 1 1 1 1 4 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 3 0 3 0
東松島市浅井（字駒塚） 1 0 0 0 1 0

調査地点名
7月下旬

～8月上旬
カスミカメムシ類 その他

アカスジ アカヒゲ ムギ 幼虫 計
仙台市（若）荒井 0 0 0 - 0 0
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 0 0 0 - 0 0
石巻市蛇田（字道上） 4 0 0 0 4 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 0 0 0 0 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 1 0 1 0

調査地点名 8月下旬
カスミカメムシ類 その他

アカスジ アカヒゲ ムギ 幼虫 計
仙台市（若）荒井 0 14 0 0 14 0
仙台市（若）下飯田 - - - - - -
仙台市（若）今泉 - - - - - -
名取市堀内 4 1 1 1 7 0
石巻市蛇田（字道上） 3 0 0 0 3 0
石巻市蛇田（字深田） 0 0 0 0 0 0
石巻市大瓜 0 0 0 0 0 0
石巻市中野 0 4 5 0 9 0
東松島市浅井（字駒塚） 0 0 0 0 0 0
20回振り虫数
アカスジ：アカスジカスミカメ
アカヒゲ：アカヒゲホソミドリカスミカメ
ムギ：フタトゲムギカスミカメ

17.斑点米調査・割れ籾調査
調査地点名 調査粒数 斑点米粒数 被害粒率 全籾数 割籾数 割籾率

頂部 側部 その他 計 ％ ％
仙台市（若）荒井 3,457 1 0 0 1 0.03 1,064 1 0.1
仙台市（若）下飯田 4,149 12 2 0 14 0.34 993 1 0.1
仙台市（若）今泉 - - - - - - - - -
名取市堀内 3,506 9 0 0 9 0.26 925 17 1.8
石巻市蛇田（字道上） 3,513 0 0 0 0 0.00 4,929 32 0.6
石巻市蛇田（字深田） 4,017 0 0 0 0 0.00 4,922 13 0.3
石巻市大瓜 3,546 0 0 0 0 0.00 4,440 13 0.3
石巻市中野 3,664 1 1 0 2 0.05 4,113 96 2.3
東松島市浅井（字駒塚） 4,198 1 0 0 1 0.02 5,499 34 0.6
1)斑点米調査：50穂，精玄米1.8mm以上
2)割れ籾調査：防除所10穂，古試50穂
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東日本大震災の被災地域における農業経営体の1年後の

復旧状況

大泉眞由美，村田和浩＊，綾井直子，鈴木文子

The restoration of Agriculturist situation one year after

in the damage area of the Great East Japan Earthquake

Mayumi OIZUMI , ＊ Kazuhiro MURATA , Naoko AYAI and Fumiko SUZUKI

抄 録

調査対象とした県内農業の担い手経営体における，東日本大震災発生から一年経過した時点での農業

経営の復旧は，津波被害を受けた経営体で26.9%にとどまっている。

また，津波被害を受けなかった地域の経営体では63.1%が回復しているものの，54.7%で放射性物質の

風評被害や，15.2%で担い手の高齢化により，復旧が阻害されているとしている。

さらに，平成23年から平成24年にかけての復旧状況の変化を，回答者の復興時期の予想と実績という

点で見ると，平成23年調査で「従来の状態に戻っている」と「来年（平成24年）には回復できる」を合

わせた回答が，津波被害者で45.1％，他被害者で81.9％であったのに対し，平成23年に「被害があった」

と回答した経営体を対象とした平成24年調査では，「既に回復している」との回答が，農地で津波被害

者31.5％，他被害者69.1％，施設で津波被害者44.2％，他被害者66.0％，機械で津波被害者56.8％，他

被害者75.9％と，津波被害者では機械の復旧は平成23年の予想より進んでいるものの農地の復旧が進ん

でいないこと，他被害者では農地や施設の復旧が予想ほど進んでいないことがうかがえた。

〔キーワード〕東日本大震災，１年後，復旧状況

緒 言

東北地方太平洋沖地震による大津波により，宮

城県沿岸及び三陸沿岸の農地の浸水は約12,758h

a，イチゴ等の農産物の流出等が約900haに及び，

特に亘理町・山元町のイチゴや岩沼市玉浦地区の

キュウリ等施設園芸は壊滅的な被害を受けた（平

成23.5.17 宮城県農林水産部）。

また，東松島市の大曲地区では定川堤防の決壊

により，長期間にわたり水田が浸水状態となった。

農業用施設の破壊と砂，汚泥，塩分の流入により，

多くの農業者が経営を断念せざるを得ないことが

懸念された。

被害にあった農地の生産性の回復を図るため，

関係機関との連携のもと，農業者の意向と市町が

作る復興計画等の実現に向け，初期復興支援及び

中長期的な支援を行う必要がある。

本調査では，県内各被災地域の実情を総合的に

把握し，対象地域に応じた的確な支援内容や手法

を整理するため，平成23年には被害地域における

農業経営体の実態調査を行い被害概況を，平成24

年にはその調査に基づく詳細な被害状況と被災１

年後の復旧状況を把握したので報告する。

Ⅰ 調査対象と方法

１ 聞き取り調査

被災地域の農業経営体（法人，個別経営体）に

対し，震災による直接的被害状況，震災による経

営への影響，復旧状況，農業復興施策に対する対

応，評価，今後の農業復興に対する要望等につい

て，聞き取り調査を行った。

１）調査時期

平成23年(以下H23年)6月22日から29日まで（被

害概況等）と，平成24年（以下H24年）6月22日か

ら28日まで（復旧状況等）。

２）調査対象

ａ 内陸地域（地震被害）栗原市(パプリカ)，栗

情報経営部 論文受理：2014年1月16日
現 宮城県農林水産経営支援課

宮農園研報（Bull.Miyagi Prefect.Agric.& Horti.Res.Cent.） 82:59-68

調査報告
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原市(トマト)，登米市(イチゴ)，美里町(イチゴ)，美里

町(バラ)，石巻市(イチゴ)の６経営体

ｂ 沿岸地域（地震＋津波被害）山元町(水稲＋大

豆)，名取市(水稲＋転作＋農産加工)，山元町(イチ

ゴ）の３経営体

３）調査方法

調査対象および普及センターからの聞き取り

４）調査項目

ａ 震災による直接的被害および復旧状況（農地，

施設，機械，生産物等）

ｂ 震災後の経営への影響（ H24 年度の作付状

況， H23 年度の販売実績等）

ｃ 復興への取り組み状況

ｄ 今後の農業復興に対する要望等

２ アンケート調査

１）調査時期

H23 年 11 月 11 日から 30 日までと， H24 年 11 月

9 日から 12 月 5 日まで。

２）調査対象（海に面している区・市町を「沿岸地

域」，海に面していない区・市町村を「内陸地域」とし

た。）

＜ H23 年度＞

824 経営体（Ｈ 22 年度経営所得安定対策参加全

農業経営体に加入する沿岸地域の経営体の 50 ％

に当たる 473 経営体・内陸地域の経営体の 15%に当

たる 351 経営体）

＜ H24 年度＞

（ H23 年度調査対象者のうち「被害あり」と回答し

た農業経営体） 339 経営体（沿岸地域 186 経営体，

内陸地域 153 経営体）

３）調査方法：郵送によるアンケート調査

４）調査項目

＜ H23 年度＞

ａ 震災による被害状況の把握

ｂ 農業復興に対する意見・要望等

＜ H24 年度＞

ａ 震災による直接的被害の復旧状況（農地，施設，

機械，生産物等）

ｂ 震災による経営への影響（経営継続の意向，経営

再開に要する期間・経費，経営再開に対する課題

等）

ｃ 農業復興施策に対する対応

ｄ 今後の農業復興に対する意見要望等

Ⅱ 被害および復旧状況や今後の意向など

に関する調査の結果と考察

１ 聞き取り調査対象農家の復旧状況等

H23 年度の調査結果では，地震による被害は，鉄

骨ハウスのブレース（筋交い）湾曲・断裂，支柱屈曲，

被覆材破損，栽培ベッド・高設ベンチ転倒・支柱破損

・歪みによる排水不良，給水タンク・配管破損，炭酸

ガス配管破損，燃料タンク転倒・破損，電照用電球

落下，生産物落果等があり，停電・断水・燃料不足に

より，苗死滅，生育遅れ，品質低下（尻腐れ，奇形果

等）等の被害も見られた（第１表）（なお，詳細な分析

・検討については農村工学研究所で実施。「宮城県

お よ び 福 島 県 の 農 業 施 設 被 災 地 域 調 査 」

2011.7.14 ）。

第1表 被災地域における農業経営体の実態調査結果(H23年度)

宮城県農業・園芸総合研究所研究報告 第８２号（２０１４年）
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津波による被害は甚大で，農地浸水，施設・機械・

生産物流出・損壊はもとより，浸水を免れた地域でも

排水施設損壊による水稲作付自粛の指定を受ける

地域も多かった。

内陸地域では，まず自力で復旧作業を進め，本格

的な復旧は東日本大震災農業生産対策交付金の動

向を見ながら進めたいと考えるケースが多く，沿岸地

域では，まずは排水施設の早急な復旧を望む声が

高く，水田の復旧は，大区画圃場整備を伴う復旧で

なければ農業再建は困難との意見があった。

H24 年度の調査結果によれば，聞き取り調査対象

（大規模農業経営体（法人，個別経営体））のほとん

どが表面的には復旧しているが，栽培が周年継続し

ていることや資金不足などの理由から，本格的な修

理はできない状況であり，土地利用型経営体では，

生産コスト(借入地代含む)が担い手の大きな負担に

なっていた（第２－１，２－２表）。

　　　　　　　　　　　表２-１  被災地域の農業経営体の実態調査結果（H24年度）

○内陸地域（地震被害） 　　　　　　　　

Ａ農場（栗原市） Ｂ農場（栗原市） Ｃ農場（登米市）

パプリカ トマト イチゴ

被害及び

復旧状況

・地震で被害のあった施設は修復され,

今作は順調に生育。

・ブレースは９割以上破断，鉄骨が根元

付近から曲がり傾いたが，修復。

・ベッド支柱，温水管支柱の転倒修復。

・鉄骨ハウスは被害なし。

・ベッド支柱の接合部破断等によりベッド

の多くが転倒，側面巻き上げ，地中給水

管，炭酸ガス配管の破損等を修復。

被害額等

・施設修繕費に41,400千円程度要した

が，東日本生産対策交付金（16,813千

円）,その他自己負担（24,572千円）で整

備。

・施設修繕費に8,000～9,000千円程度

要する見込み。

・全農からの助成があり修繕したが，本

格的修繕は難しい。

・登米市からの助成が，（事業費の1/3）

5，000千円まで受けられ活用。

・自己資金分は日本政策金融公庫の

セーフティーネット，スーパーＬを活用。

被害及び

復旧状況

・栽培環境はほぼ復旧。人員が不足し

収穫量が減少。

・H23前半の価格はH22年の半分以下。

・H23年作は収量が若干落ち込んだが，

結果的に震災後の単価上昇，直売に助

けられ収益は平年並み（総売上で約2億

円）。

・H24年は，前年同様に定植したが復旧

工事がずれ込み，9月15日より定植と平

年（８月末）より大幅に遅れた。

被害額等

・苗の３割が被害を受け，育苗中の4,000

株は全滅。0.36haに当たる10,642株が

枯死。被害額は約30,000千円。

・４～６月の出荷ができず，被害額は

4,000～5,000千円程度。

・H23年は，暖房が使えず，花が全滅状

態。残ったイチゴを避難所へ提供して，

栽培は終了。出荷はしなかった。

・雇用者の高齢化で高所作業が困難。

収穫する生産物はあっても収穫不可。

・自社直売所利用者が200名程度/日あ

り，規格外品の販路として機能している。

・風評の影響があり，放射能に対する消

費者及び流通業者の理解を得たい。

・『玉磨き』や『袋詰め』作業を効率化で

きる機械の導入を検討したい。

・燃料高騰に対応するため，バイオマス

利用を検討中。

・最低限の修繕で再スタート。親苗用ベ

ンチの二重カーテンへの助成を願う

・補助事業に関する情報。

Ｄ農場（美里町） Ｅ農場（美里町） Ｆ農場（石巻市）

イチゴ バラ イチゴ

被害及び

復旧状況

・鉄骨ハウスは被害なし

・従来は３条のロータリーベンチ，ベンチ

高さ65cm，震災後は震災前の資材をそ

のまま活用し固定ベンチを自作，ベンチ

高さは20cm程度低く(45cm)なった。

・鉄骨ハウスは被害なし。

・ベッド転倒，給水管破損，養液タンクの

パイプ破損等は修復済み。

・転倒したベンチはジャッキアップして自

力復旧

・鉄骨ハウスに大被害なし。

・一部で，トラブルが多発しメーカーで無

償交換。現在もその都度修復する等，

何とか作業している。

・電照用電球は修復した。

被害額等

・自力復旧し修繕コストはかからなかっ

た。

・内張・シャフト・暖房機ダクト等で750千

円程度要したが生産対策交付金で7割

補助された。

・フィルム等の張り替えが必要だが，資

金調達が課題。

・東日本生産対策交付金（11,193千円）,

その他（12,314千円）で対応。

・東日本生産対策交付金（10,512千円）,

その他（11,563千円）で整備予定。

被害及び

復旧状況

・補修等で作業が遅れ，収穫は3月から

・株数は従来の22,000株から16,000株に

減らした（約30％減）が，管理作業に手

が回り，収量は従来と同程度。

・出荷状況（H23年1～12月：1,437,947

本，H23年1～6月：652,962本）

（H24年1～6月：521,225本）

決算ではH22年比16.3%減。

・前作の収量は，市場出し（平均）で

5.7t/10a。直売は周辺商業施設の集客

の相乗効果で年々増え，全体の25～

30%だが今後直売の割合は増えそう。

被害額等

・倒れたベンチで生産を続けた。収穫で

きたのは1/2程度（販売額は約10,000千

円）。

・作付状況（H23年9,000株枯死）H24年

に9,000株改植→118,420株。

・栽培ベンチ,バラ苗代4,653千円，内張

カーテン48千円かかった。

・前作（H23年6月まで）の収穫量は平年

の70％，H23年作（H24年6月まで）の収

穫量は,炭疽病被害で平年の60％。

・年を考えると無理はできない。今後，両

親の介護等も出てくる。ベンチが低く，

作業する妻の負担が大。

・もういっこを全体の1/3まで増やす予定

・震災後バラの消費が伸び悩み販売単

価が低下。

・栽培開始から15年が経過し，改植の必

要あり。

・倒れたベンチを復旧中。直管パイプで

耐震補強。

・補修箇所をカバーしながらの生産で，

生産環境に大きな不安定要因がある。

・日本政策金融公庫のセーフティネット

資金は，申請が簡単で大変助かった。

・公庫に15,000千円（今後5年間）返済

予定。５年据え置きを相談している。

・自社は中途半端な復旧。津波被災者

が優遇され不公平と感じている。

・公庫のセーフティー資金は助かった

　注）　調査時期は平成２３年６月及び平成２４年６月

要望・動き等

調査対象

経営品目

生産施設

作物

課 題 等

要望・動き等

調査対象

経営品目

生産施設

作物

課 題 等

第2-1表 被災地域における農業経営体の実態調査結果(H24年度)

大泉眞由美ら．東日本大震災の被災地域における農業経営体の1年後の復旧状況
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一 方 ，震 災 前 東 北 一 の イ チ ゴ産 地 （栽培 面 積

96ha ，生産者 380 名）であった亘理地区は，津波等

によりその 95%に当たる 92ha で被害を受けたが，約

2 割（ 19ha ， 103 名）で栽培を再開し， H23 年 11 月

中旬から出荷を開始しているうえ，地域全体として大

規模なイチゴ団地の整備に取り組んでいた。

聞き取り調査対象としているイチゴ農家でも，普及

センター等の支援を受けながら，周辺農家３戸で新

たな法人を立ち上げ，生産対策交付金等を活用して

施設を導入しイチゴ栽培を開始するなど，復興に向

けた動きが見られた。

　　　　　　　　　　　表２－２  被災地域の農業経営体の実態調査結果（H24年度）　

○沿岸地域（津波被害）

Ｇ農場（名取市） Ｈ農場（山元町） Ｉ農場（山元町）

水稲，麦・大豆，野菜，加工他 水稲，大豆，稲ワラ販売 水稲，イチゴ

被害及び

復旧状況

・東日本生産対策交付金（12,502千円）,

その他自己負担（13,753千円）でトラク

ター，大豆コンバイン，ローダー，ジャイ

ロ等を購入予定。

・震災支援で集まった農機のうち乾燥機

（50石）2機を譲り受け，中古の籾すり機

を200千円で購入し乾燥調製作業を凌

いだ。

・東日本生産対策交付金（244,987千

円）,その他自己負担（274,301千円）で

温室本体，養液栽培設備，機械・集荷

室等を整備予定。

被害額等

 ・圃場で作業中だったトラクター３台，

テッダーレーキ，ロールべーラー，キャリ

アダンプが浸水大破。

・事務所の施設被害はない。

・自宅は津波被害なし。

・作業舎等は浸水，乾燥機は全損。

・田植機（８条植）は全損。トラクター，

ロールべーラー等は，被害なし。コンバ

イン（６条刈）は使用可能，大豆播種機も

浸水したが修理済み。

・自宅，パイプハウスともに津波で流出，

全損。現在，仮設住宅住まい。

・水田も冠水，H23年度の作付不可。

被害及び

復旧状況

・試験的に除塩作業後の田植え。代掻

き６回でも塩分は0.4％までしか低下せ

ず。農機具メーカーと共同で水田におけ

る除塩実証ほを設置

・耐塩性作物として綿花の試験栽培。

・ＪＡから水稲育苗作業を受託，育苗ハウ

ス５棟＋イチゴハウス４棟で対応。

・大豆播種35haを受託，自作地も含めて

58ha播種実施。

・もち米生産５ha程度を角田市の法人，

丸森町の農家へ委託。

・大曲地区のひまわり播種作業70ａ受託

・排水機場への給油作業受託も終了。

・水稲は27ha，ミヤコガネ10haまで復旧。

・除塩やとも補償での水稲作付面積拡

大に伴い大豆作付けは1.5haのみ。

・従業員２名の雇用を維持するため，除

塩作業を請け負っている。

・震災以降給付された準備金で，レー

ザーレベラーを購入し圃場の復旧作業

中。

・避難指示地域なので，何もできない。

・ＪＡでは小山地区のイチゴ団地を設置

し，若手生産者を中心に利用希望をとっ

たが，利用面積が20ａまでで，ハウスも最

低限の華奢なもので，補強は自己負担

のため，４戸の利用にとどまっている。利

用している農家も，(20ａ規模)労働力２人

で十分で，両親が生産。

・調査対象者を含む3名で法人を結成

し，イチゴ栽培を開始（H24年作～）。

被害額等

・経営水田の９割が冠水，H23年産の水

稲作付は皆無，冠水を免れた圃場も，

作付自粛。

・水稲育苗受託に対応するためイチゴハ

ウス４棟のイチゴ栽培を中止。

・米低温貯蔵庫内の貯蔵米は1,000袋

中300袋被害。被害にあった300袋につ

いては保険適用となった。

・水稲，イチゴとも全損

・年間を通じての仕事を確保。

・水稲の作付は無くても，借地地権者へ

の年貢（80kg/10a）が発生する。

・沿岸部等の未整備地区は基盤整備し

ないと復興は進まない。それも地権者負

担が０に近づかないとできない。

・現在の機械装備等では，水稲40ha，大

豆30ha程度が限度。

・震災前まで使用していた遠赤外乾燥

機（80石）を購入したいが，１戸１法人で

交付金の対象外。

・団地化では，水源の確保，販売方法の

検討，機械の共同化等を検討している

が，個別経営で機械の共同化のみを志

向する人もある一方，若手の３，４割は

全面共同化を希望。息子に継がせたい

等の意識もあり法人化は難しい。

・関係機関の各種試験に協力しており，

時間的にも制約を受ける。これに対する

対策をお願いしたい。

・米価の低迷で経営的に厳しいが，周辺

地域の農地を保全する必要性から10ha

程度は委託希望がある。

・復興計画の策定に当たっては，実際に

生産を担っている我々の意見を反映し

てほしい。

・水稲作付自粛地域には用排水費が

入ってこないので経営的に大変厳しい。

・事業等で農機を決定する場合，作業

性を維持するため等の理由から導入機

械の選定はメーカー指定したいので，補

助の要件に含めて欲しい。

・山下園芸振興会のイチゴ農家約120戸

（うち35歳以下の若手は23名）のうち，水

稲主体３戸，イチゴのみ５戸，その他は

水稲＋イチゴであるが，水稲を止めると

考えている人が８割，イチゴは続けたい

と考えている人が６割（若手は100％）

で，水田を供出し，畑の集約化をすすめ

るよう要望がある模様。

・住宅が残った人には，自宅付近での生

産再開希望が多いが，若手23名中住宅

が残ったのは１名のみで，若手は自宅近

くにこだわりは少なく，若手だけで団地

化したい希望はある。

　注）　調査時期は平成２３年６月及び平成２４年６月

調査対象

経営品目

生産施設

作物

課 題 等

要望・動き等

第2-2表 被災地域における農業経営体の実態調査結果(H24年度)

宮城県農業・園芸総合研究所研究報告 第８２号（２０１４年）
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２ アンケート調査対象農家の被害状況および復旧

状況

H23 年度に調査対象とした 824 経営体のうち，回

答があったのは沿岸地域 58.8 ％，内陸地域 51.3 ％

で全体では 55.6 ％（ 458 件）， H24 年度は調査対象

とした 339 経営体のうち沿岸地域 87.8 ％，内陸地域

49.7 ％で全体では 68.1 ％（ 231 件）から回答を得

た。

１）被害状況等

震災発生年（ H23 ）の調査によると，回答のあった

458 経営体のうち特に被害のなかった経営体は 114

件（ 24.9%）で，津波による被害を受けた経営体（以

下「津波被害者」）が 169 件（ 36.9%），津波以外の被

害を受けた経営体（以下「他被害者」）が 175 件

（ 38.2%）あった（第１図）。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

沿岸地域

内陸地域

特に被害はなかった 津波による被害 津波以外の被害

第１図　宮城県内農業経営体の東日本大震災による被害の有無（H23)

被害を金額換算すると，全体では｢ 100 ～ 500 万

円｣が 106 件(33.5%)，｢ 100 万円未満｣が 72 件

（ 22.8%)，｢ 1,000 ～ 5,000 万円｣が 55 件(17.4%)，

「 500 ～ 1,000 万円」が 50 件（ 15.8%）の順で多く，

津波被害者で「 1,000 ～ 5,000 万円」，「 5,000 万円

～ 1 億円」の割合が，他被害者では「 100 ～ 500 万

円」，「 100 万円未満」の割合が高く，津波被害者が

他被害者よりも被害額が大きい傾向であった（第２

図)。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

100万円未満

100万円未満

100～500万円

100～500万円

500～1,000万円 1,000～5,000万円

1,000～5,000万円

5,000万円～1億円

5,000万円～1億円

1億円以上

不明

第２図　宮城県内農業経営体の東日本大震災による被害額（H23）

２）復旧状況

「被害があった」経営体について，震災発生から１

年後（ H24 年）の経営が「すでに回復している」との

回答は，他被害者が 63.1%（「特に影響はなかった」

を含む）に対し，津波被害者では 26.9%であった（第

３図）。

また，他被害者の 54.7%が放射性物質等による

風評被害の影響を受けていると回答した(第４図）。

さらに，震災前の経営水準に回復するための阻

害要因としては，全体では「売上げの低下」，津波

被害者で「農地が復旧していない」，「機械・施設が

復旧していない」，「復興方針が確定していない」，

「生活基盤が整っていない」であるのに対し，他被

害者では「売上げの低下」が震災前の経営水準に

回復するための阻害要因となっていると 19.9%が回

答していた（第５図）。

H23 年から H24 年にかけての復旧状況を，回答者

の復興時期の予想と実績という点で見ると， H23 年

調査で「従来の状態に戻っている」と「来年（ H24 年）

には回復できる」を合わせた回答が，津波被害者で

45.1 ％，他被害者で 81.9 ％であったのに対し（第６

図）， H24 年調査（震災発生から１年後のアンケート

調査は， H23 年に「被害があった」と回答した経営体

を対象として実施している。）で回答のあった 231 経

営体のうち，実績として「既に回復している」との回答

が，農地で津波被害者 31.5 ％，他被害者 69.1 ％

（第７図），施設で津波被害者 44.2 ％，他被害者

66.0 ％（第８図），機械で津波被害者 56.8 ％，他被
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害者 75.9 ％（第９図）等と，津波被害者では，機械の

復旧は昨年時の予想より進んでいるものの農地の復

旧が進んでいないこと，他被害者では農地や施設の

復旧が思ったほど進んでいないことが伺えた。

0 10 20 30 40

(単位：％)

生活基盤が整っていない

農地が復旧しない

復興方針が確定していない

機械・施設等が復旧しない

労働力の不足

主たる担い手が高齢のため

生産意欲の低下

生産コスト

売上げの低下

その他

10.2

13.6
7.4

8.9

8.7

11.2

6.9

12.7

15.9

11.6

22

9.1

13.4

9.9

15.2

9.4

20.5

19.9

第５図　 震災前の経営水準に回復するための主な阻害要因　（H24）

全体

津波被害者

他被害者

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

(9.2%)

(5.4%)

(12.6%)

(36.7%)

(21.5%)

(50.5%)

(24.0%)

(28.0%)

(20.4%)

(12.2%)

(15.1%)

(9.7%)

(7.1%)

(12.9%)

(8.7%)

(12.9%)

(4.9%)

(2.0%)

(4.3%)

(0.0%)

第3図　経営全体としての復旧状況（平成24年11月現在）　　(H24)

特に影響はなかった

既に回復している

全体の７～８割程度

全体の５～６割程度

全体の３～４割程度

全体の１～２割程度

全く手つかず

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

(21.1%)

(10.9%)

(29.9%)

(19.7%)

(13.9%)

(24.8%)

(12.4%)

(9.9%)

(14.5%)

(28.0%)

(40.6%)

(17.1%)

(18.8%)

(24.8%)

(13.7%)

第４図　放射性物質およびその風評被害による経営への影響　　(H24)

以前と同等に現在もある

回復したが少しある

以前はあったが現在ない

影響はなかった

わからない
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

既に従来の状態

(13.2%)

(51.0%)

今年は難しいが来年には回復

(31.9%)

(30.9%)

あと２，３年

(29.9%)

(11.4%)

あと４，５年

(17.4%)

５年以上

５年以上

第６図　農業経営の全面復旧に要する期間（H23）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

(50.5%)

(31.5%)

(69.1%)

(11.3%)

(15.2%)

(7.4%)

(21.5%)

(32.6%)

(10.6%)

(7.5%)

(14.1%)

(1.1%)

(2.1%)

(4.3%)

(3.2%)

(6.4%)

(3.8%)

(2.2%)

(5.3%)

第７図　農地に作付けできるまでに要する期間（H24）

既に従来の状態に戻っている

来年（H25年）

あと２，３年

あと４，５年

５年以上

予定はない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

(55.9%)

(44.2%)

(66.0%)

(16.1%)

(23.3%)

(10.0%)

(10.2%)

(10.5%)

(10.0%)

(4.3%)

(8.1%)

(1.0%)

(3.8%)

(4.7%)

(3.0%)

(6.5%)

(5.8%)

(7.0%)

(3.2%)

(3.5%)

(3.0%)

第８図　農業用施設の完全復旧までに要する期間（H24）

既に従来の状態に戻っている

来年（H25年）

あと２，３年

あと４，５年

５年以上

予定はない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

(66.5%)

(56.8%)

(75.9%)

(9.1%)

(12.3%)

(6.0%)

(7.3%)

(11.1%)

(3.6%)

(3.7%)

(6.2%)

(6.7%)

(8.6%)

(4.8%)

(6.1%)

(3.7%)

(8.4%)

第 ９図　農業機械の完全復旧までに要する期間（H24）

既に従来の状態に戻っている

来年（H25年）

あと２，３年

あと４，５年

５年以上

予定はない

その他

３）経営意向

H23 年の調査では農業経営を「継続していきたい」

経営体がほとんどで（第 10 図），経営形態は「従来ど

おりでいきたい」が大半を占めたが（第 11 図），２割

弱ではあるが法人化・組織化の意向も見られ（第 11

図），経営規模拡大の意向も強かった（第 12 図）。

H24 年の調査でも，津波被害の有無にかかわらず

ほとんどの経営体で農業経営に継続意向があり（第

13 図），規模拡大志向が強かった(第 14 図)。
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他被害者

(92.9%)

(88.6%)

(97.5%)

(4.6%)

(7.2%)

(1.9%)

(3.6%)

第10図　農業経営の継続意向（H23）

継続していきたい

分からない

止めざるを得ない

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

(77.4%)

(73.3%)

(81.5%)

(5.7%)

(7.5%)

(4.0%)

(4.7%)

(6.9%)

(6.1%)

(4.8%)

(7.3%)

第11図　農業経営の継続方法（経営形態）（H23）

従来どおり

仲間と協業

集落営農組織

一戸法人化

仲間と法人化

組織経営は解消

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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(47.0%)

(47.9%)

(46.1%)

(25.2%)

(21.2%)

(28.9%)

(22.8%)

(24.0%)

(21.7%)

(4.4%)

(6.9%)

(2.0%)

第12図　農業経営の継続方法（経営規模）（H23）

現状維持

規模を拡大

利用権設定等を請ける

規模は縮小

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害者

他被害者

(95.5%)

(93.4%)

(97.4%)

(2.3%)

(2.8%)

(1.7%)

第13図　農業経営の継続意向（H24）

継続していきたい

まだわからない

利用権設定等を請ける

既にやめた

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

津波被害

他被害

(47.2%)

(43.6%)

(50.4%)

(22.0%)

(21.8%)

(22.2%)

第14図　今後の経営規模に対する考え方 (H24)

現状維持

規模を拡大

利用権設定等を請ける

規模は縮小

その他

４）震災前の経営水準に回復するための課題・要

望等

H23 年の調査では，津波被害者からは「大区画基

盤整備の推進」が求められており，宮城県震災復興

計画で示されている「広域的で大規模な土地利用や

効率的な営農方式の導入」と方向性的には一致して

いると思われたが，同時に，「排水路・排水施設の早

期復旧」，「効率的除塩」等も求められており（第 15
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図），作付可能な圃場の早期確保等，復興期間中の

被災農業経営体の生活を維持できるだけの収入源

（生産基盤）を早期に確保しつつ復興を進める必要

があると考えられた。また，自由記述では，行政から

の情報提供の不足や遅さに対する不満も見られ，震

災発生後の迅速な情報提供が強く求められていた

（データ省略）。

H24 年の調査では，前述のとおり，全体では「売上

げの低下」を，津波被害者で「農地が復旧しない」，

「機械・施設が復旧しない」，「復興方針が確定してい

ない」，「生活基盤が整っていない」，他被害者では

「生産コスト」，「売上げの低下」，「主たる担い手が高

齢のため」，「生産意欲の低下」を復興の阻害要因と

しており，復興の進捗状況に対応した細やかな施策

展開が望まれる。津波被害者では「復興計画の着実

な実行」や「現場の意見を反映した事業の創出」が，

他被害者では「各種申請手続きの簡素化」や「経営

的に安定できる販路，「放射性物質の検査体制の充

実」が求められていると考えられた(図 16)。

農業復興に必要な支援や行政に望むこと（復興支

援）などの調査項目では，設問や選択肢の文言が異

なるために直接的には比較できないが， H23 年度と

H24 年度の結果が大きく異なるような傾向は見いだ

せなかった（第 15 ， 16 図）。

0 20 40 60

(単位：％)

特にない

補助率１／２以上の助成事業

共同ではなく個別農業者に対する助成事業

助成事業の申請手続の簡素化

被災農地の大区画基盤整備の推進

基盤整備の農業者負担の全額助成

施設園芸の団地化の推進

排水路・排水施設の早期復旧

浸水農地の効率的な除塩方法の提示

浸水農地に作付可能な品目の提示

農産物の放射性物質検査の徹底

農地の放射性物質の除染

放射性物質で汚染された物の廃棄方法の提示

その他

第15図　本県農業復興に必要な支援（H23）

全体

津波被害者

他被害者
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担い手問題の解決

経営的に安定できる販路開拓

消費者との交流促進

放射性物質の検査体制の充実

実効性のある除染対策

安全安心な農産物生産体制を担保る制度の検討

六次産業化の推進

その他
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第 16図 　震 災 前 の 経 営 水 準 に 回 復 す るた め に 行 政 に 望 む こと（H24）

全体

津波被害者

他被害者

最後に

今回調査対象とした，県内農業の担い手経営体に

おける，東日本大震災発生から一年経過した時点で

の農業経営の復旧は，津波被害を受けた経営体で

26.9%にとどまっている。

復旧の阻害要因として，全体では「売上げの低下」

を，津波被害者で「農地・機械・施設が復旧しない」，

「復興方針が確定していない」をあげている。また，津

波被害を受けなかった地域の経営体では 63.1%が回

復しているものの， 54.7%で放射性物質の風評被害

や， 15.2%で担い手の高齢化により，復旧が阻害さ

れているとしている。

これらのことから，復興の進捗状況に対応して，津

波被害地域への支援にとどまらない細やかな施策展

開が望まれる。
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187

キーワード　東日本大震災，津波，塩害対策，土壌調査

　１．はじめに
　 2011年 3月 11日に発生した東日本大震災による津波
は，沿岸部の農地に甚大な被害を及ぼした．宮城県におけ
る農業関連の被害額は 2012年 5月現在で約 5,120億円に
上り，農地の被害面積は 12,758 haに及んでいる（宮城県
農林水産部， 2012）．園芸関係では，県内のイチゴの産地
の多くが沿岸部に集中していたため特に壊滅的な被害を受
けた他，キュウリ，トマト，カーネーション等においても
被害が顕著であった．津波により大量の海水が流入した農
地では，塩化ナトリウムに起因する障害の発生が懸念され，
イチゴやキュウリ等の塩類耐性が低いと想定された品目が
本県の基幹品目であることから，被害農地の実態把握は急
務であった．
　筆者らは，特に園芸関係の土壌について，石コウ等の石
灰質資材の施用と灌水，降雨による除塩作業の効果の確認
および作付再開の判断指標に資するため，被災地域の農業
改良普及センターと連携し経時的に調査を進めてきた．本
報では 2011年 5月から 2012年 5月の時点までの調査結
果に基づき，土壌中の塩化物イオン（Cl─）とナトリウム
イオン（Na＋），および土壌 pHの経時的推移について報
告する．
　 2．方　　法
　 1）調査地点の選定と土壌の採取
　宮城県内の津波による海水流入被害を受けた園芸農地か
ら土壌試料を採取した．採取時期と地点数，調査地点の市

町名を表 1に示す．調査月によって市町名や点数が異なっ
ているが，同一の圃場十数点を調査した結果を含んでおり，
本県の被災農地全域を母集団とみなして検討した．調査圃
は地域の農業改良普及センターの協力により選定し，主に
堆積土砂の除去や除塩作業により作付が見込まれる地点を
対象とした．また，自然降雨による除塩程度と作付時の施
肥の影響を考慮し，砂壌土や壌土が主であった鉄骨または
パイプハウスを有する施設圃場と，埴壌土が主であった露
地圃場に分けて検討した．調査開始時期である 2011年 5
月時には堆積物の除去や除塩作業が行われていない，もし
くは除塩作業開始直後の圃場が多かったが，調査期間中に
おいて，堆積土砂の除去または混和後に，石コウなど石灰
質資材の施用の他，雨水や水道水，地下水によるかん水を
中心とした除塩作業が行われた．その結果， 2011年 10月
時は施設圃場ではすべての調査地点で作付が再開したが， 
2012年 5月時の露地圃場において，土壌表層にクラスト
構造の発生により作付を中断していた地点が調査地点の半
数以上を占めた．
　土壌試料は 1地点につき 3ヵ所から採取し混合して 1
サンプルとした．作物が在圃し畝からの採取が困難な場合
は畝間の通路付近より採取した．試料採取時に堆積土砂が
ある場合は土砂を除去したが，すでに土砂が混和されてい
た場合には除去せず，地表から 30 cm深までを採取した
後， 10 cm毎に分けた．本報では主に 0～10 cm深の土壌
について検討した．
　 2）分析方法
　採取した土壌試料は，風乾，砕土後に 2 mm篩を全通
させ，分析に供した．土壌中の水溶性 Cl─と水溶性Na＋

は，風乾細土：水＝1：5の重量比で振とう抽出後，溶液
の上澄を 0.45 µmのメンブレンフィルター（25AS045AS,  
ADVANTEC）で濾過しイオンクロマトグラフ法（ICS─
1600,  Dionex）で測定した．交換性Na＋は，風乾細土 1 

gを 0.05 M酢酸アンモニウム－0.00114 M塩化ストロン
チウム溶液 200 mLで振とう抽出後（亀和田， 1997），濾
液を炎光法（AA240FS,  Varian（現Agilent））で測定
した値から，水溶性Na＋の値を差し引き求めた． 土壌 pH
（H2O,  1：2.5）はガラス電極法（Hm─26S， 東亜電波工業
（現TOA─DKK））により測定した．

宮城県内における津波被災を受けた園芸農地中の
Cl─とNa＋濃度の変動＊

──

玉手英行 1・上山啓一 1, 2

──
Hideyuki TAMATE and Keiichi KAMIYAMA: Fluctua-
tions in concentration of Cl─ and Na＋ in horticultural 
farmland soil in Miyagi prefecture, post─disaster of 
tsunami by the Tohoku earthquake

＊ 本研究の一部は 2012年日本土壌肥料学会鳥取大会
（2012.9）において発表したほか，宮城県・普及に移す
技術第 87号内にて報告した．

1 宮城県農業・園芸総合研究所（981－1243　宮城県名取
市高舘川上字東金剛寺 1番地）

2 現在，宮城県美里農業改良普及センター（987－0005　
遠田郡美里町北浦字笹舘 5）
2013年 1月 15日受付・2013年 4月 15日受理
日本土壌肥料学雑誌　第 84巻　第 3号　p. 187～189（2013）
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　 3．結果と考察
　 1）施設圃場における土壌中の Cl─， Na＋濃度の変動
　施設圃場における土壌中の水溶性 Cl─濃度の中央値
は，調査開始時の 2011年 5月では 10.22 cmolc kg─1で
あったが，翌月の 6月では 1.68 cmolc kg─1と大きく低下
し， 10月以降は調査地点の 25～75％値は極めて低い値
で推移した（図 1A）．畑地における除塩目標値（農林水
産省， 2011）は土壌中の水溶性 Cl─で 50 mg 100g─1（≒
1.41cmolc kg─1）とされており， 2011年 10月の時点では
概ね目標値まで水溶性 Cl─は低下していた．このことは，
水溶性 Cl─はかん水を中心とした除塩によって十分除去で
きたことを示している．しかし，調査期間中において外れ
値となる高い値が数地点で観測された．これらは被災後に
営農を再開した圃場であり，作付終了後のかん水停止で土
壌表層が乾燥していた圃場や，かん水に用いる地下水が塩
水化した圃場であった．前者は下層に滞留していた水溶性
Cl─が毛細管現象で再上昇したことによる表層への集積，

後者は海水の侵入で水溶性 Cl─濃度が非常に高くなった地
下水をかん水に用いたため圃場へ再流入した可能性がそれ
ぞれ考えられた．なお，塩類耐性に乏しいイチゴやキュウ
リにおいて，塩水化した地下水の影響により収量が激減し
た圃場が確認されている．
　水溶性Na＋は水溶性 Cl─と同様に低下し 2011年 10月
では中央値で 1.65 cmolc kg─1となった（図 1B）．交換性
Na＋は 2011年 5月の中央値は 1.19 cmolc kg─1であり，以
降は変化がみられなかった（図 1C）．これらのことは施設
圃場においてはNa＋の大部分は水溶性で占められ，水溶
性 Cl─と同様に低下したが，土壌コロイドに交換吸着した
Na＋は低減せず残存していることを示している．
　 2）露地圃場における土壌中の Cl─ ,  Na＋ ,  濃度の変動
　露地圃場の土壌の水溶性 Cl─の中央値は， 2011年 6月
において既に 0.24 cmolc kg─1と非常に低い値であったが，
最大値は 10.83 cmolc kg─1であり，地点により除塩の程度
に差が生じていた（図 1D）．しかし，翌月はほとんどの

図 1　施設園芸農地の 0～10 cm深における土壌中の水溶性 Cl─（A），水溶性Na＋（B），交換性Na＋（C）と，露
地園芸農地の 0～10 cm深における土壌中の水溶性 Cl─（D），水溶性Na＋（E），交換性Na＋（F）の推移

箱中の線は中央値を，箱の上端と下端はそれぞれ 75,  25パーセンタイル値を，ひげの上端と下端はそれぞれ内境界
点（ヒンジ散布度（＝IQR）の 1.5倍）内での最大値と最小値を，図内のプロットは外れ値（IQR×1.5＜○， IQR×3.0
＜＊）を示す．

表 1　調査年・月，地点数，市町村名

調査期間 施　設 露　地
年 月 地点数 市町名 地点数 市町名

2011

5 41 岩沼市，名取市，亘理町，山元町 － －
6 24 石巻市，岩沼市，名取市，東松島市，山元町 11 仙台市
7 － － 13 仙台市
10 20 石巻市，東松島市，亘理町 － －

2012
4 14 石巻市，東松島市，亘理町 － －
5 － － 15 仙台市
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地点が 0.31 cmolc kg─1程度の値となり，はずれ値の最大
でも 0.99 cmolc kg─1で除塩目標値を下回った．露地圃場
は施設と比較し遮蔽物がないため，梅雨時等の自然降雨の
みでも水溶性 Cl─の除去が目標値以下まで進んだと考えら
れた．水溶性Na＋の中央値は 2011年 6月において 2.95 
cmolc kg─1であり，翌月の中央値は 1.17 cmolc kg─1であっ
たことから，水溶性Na＋においても自然降雨による除去
が進んだと考えられた（図 1E）．一方で，交換性Na＋に
おいて， 2011年 6月，同年 7月， 2012年 5月の中央値
はそれぞれ 1.83,  3.58,  2.50 cmolc kg─1であり，調査開始
時から値が低下しなかった（図 1F）．本県の露地圃場と施
設圃場における被災前の塩基飽和度は，それぞれ平均値で
75.6％（中央値 80.2％， 標準偏差 30.5）， 124.1％（中
央値 124.1％，標準偏差 18.2）であり，露地圃場の塩基
飽和度は施設圃場と比較し低かった（農林水産省， 2008）．
このため，露地圃場では施設圃場よりも土壌に交換吸着さ
れたNa＋が多かったと考えられた．Na＋による粘土分散効
果の影響によって，土壌が緊密化し乾燥時に非常に硬度の
高い土壌表層となるクラストが形成されることが報告され
ている（西村， 2008）．クラストは現地においても発生し
ており，葉菜類，根菜類のほか，大豆においても発芽障害
および初期生育不良の発生が確認されている．
　 3）施設，露地圃場における土壌 pHの変動
　施設圃場の土壌 pHは， 2011年 5月から同年 6月にか

けて上昇し，その後は 6.5前後の値で推移した（図 2A）．
このことは Cl─の除去が進んだ一方，Na＋が主に交換性と
して残存したためアルカリ化の傾向に進んでいると推察さ
れるが，除塩時に施用された石コウに含まれる硫酸イオン，
および作付時の施肥に伴う硝酸イオン等の影響で大幅な上
昇には至っていないと考えられた．
　露地圃場の土壌 pHは， 2011年 6月以降，除塩の進行
に伴い上昇傾向にあった（図 2B）．2012年 5月における
中央値は 7.5であり， 25～75％値でも 7.3以上と高い値
を示している．2012年 5月時には，クラストの発生によっ
て作付が行われていない地点が多かったため，露地圃場
の土壌 pHの変動に対する施肥の影響は小さいと考えられ
る．世界の乾燥地に広がるソーダ質土壌において，過剰量
のNa＋は，大気中の二酸化炭素と反応し CO3

2─やHCO3
─

を対イオンとするため，土壌 pHが 8.5以上になることが
報告されている（藤山， 2008）．図 1D～Fより， 2012年
5月におけるNa＋の対イオンは水溶性 Cl─ではないことは
明らかである．被災農地において，土壌のソーダ質化と類
似した土壌 pH上昇が起こっており，さらなるNa＋の除去
が必要と考えられる． 
　 4．ま　と　め
　今回の調査結果から，津波被災を受けた土壌中の 水溶
性 Cl─および水溶性Na＋は，現地の生育状況の観察からも
生育障害が発生しない程度にまで概ね低下したと考えられ
る．一方，残存した交換性Na＋や主に露地における土壌
pHの上昇が懸念されるため，引き続き調査を継続してい
く．
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